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第１章 計画の基本的事項 

１ 計画の趣旨 

桶川市環境基本計画は、市域の自然的社会的条件に応じた環境の保全のために必要な施

策を総合的かつ計画的に推進するための、環境行政のマスタープランとなるものです。 

本市では、「桶川市環境自治体宣言」及び「桶川市ゴミ 10 ヵ条宣言」に基づき、市民が

健やかに桶川で暮らし続けられるとともに、持続的発展が可能な社会を構築することを目

的として、身近な環境と地球環境を改善・保全していくために、平成 12 年（2000 年）

に桶川市環境基本計画を策定し、平成 24 年（2012 年）には計画年度の終了に伴い改定

しました。 

これ以降、本市を取り巻く環境情勢は急速に変化してきました。気候危機と言われるよ

うに地球温暖化や気候変動による記録的な気象災害の多発や生物多様性の損失をはじめ、

プラスチックごみによる環境汚染や食品ロスなどの諸問題は、地球規模で影響を及ぼして

いることから、本市においてもこうした新たな問題への計画的な対応が求められています。 

このような中、本市では令和３年（２０２１年）に脱炭素社会の実現に向けて、限られた

みどりを守り、将来の桶川を安心・安全に暮らし続けることができるまちとして未来の子

どもたちに引き継いでいくため、令和３２年（2050 年）までに二酸化炭素排出量を実質

ゼロにする「ゼロカーボンシティ」として、主体的に取り組んでいくことを宣言しました。 

また、令和５年（２０２３年）には、先人が築き上げた歴史や文化を守り、変化を力に変

え、魅力的で豊かな桶川を未来に引き継ぐことができるまちづくりを推進するため、１０

年間の行政運営の指針となる「桶川市第六次総合計画」を策定しました。 

この「桶川市第六次総合計画」を上位計画とし、気候変動などの新たな環境問題にも総合

的かつ計画的な対応を進めていくため、「第二次桶川市環境基本計画」（以下、「本計画」と

いう。）を策定しました。 
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２ 計画の位置づけ 

本計画は、桶川市第六次総合計画を上位計画とし、環境の保全及び創造に関する長期的

な目標と施策の方向、その他必要な事項を定めた環境行政のマスタープランです。 

また、今日の様々な環境問題と密接に関連し、喫緊の環境課題である気候変動の緩和と

適応に向けた取組と一体的に推進していくため、以下の２つの計画を個別計画として本計

画に包含しました。 

 

（1）桶川市地球温暖化対策実行計画（気候変動の緩和策） 

（2）桶川市気候変動適応計画（気候変動の適応策） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

桶川市第六次総合計画 

関連計画 

❍桶川市緑のまちづくり 

基本計画 

❍桶川市環境にやさしい

庁内率先実行計画 

❍ごみ処理基本計画 

❍桶川市都市計画 

マスタープラン 

❍桶川市地域防災計画 

など 

・他 

宣言 
❍桶川市環境自治体 

宣言 

❍桶川市ゴミ 10 ヵ条

宣言 

❍桶川市ゼロカーボン

シティ宣言 

国･県の法令 
❍環境基本法 

❍県環境基本条例 

国･県の計画 
❍環境基本計画 

❍地球温暖化対策計画 

❍気候変動適応計画 

❍県の関連計画 

など 

第二次桶川市環境基本計画 

桶川市地球
温暖化対策
実行計画 

桶川市気候 
変動適応計画 

個別計画 個別計画 

緩
和
策 

適
応
策 

気候変動の緩和と適応   
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３ 計画期間 

計画の期間は、令和 7 年度（2025 年度）から令和 16 年度（2034 年度）までの 10

年間とします。 

また、本計画に包含する桶川市地球温暖化対策実行計画と桶川市気候変動適応計画は、

国や県の計画との整合を図り、令和７年度（２０２５年度）から令和 12 年度（2030 年

度）までの６年間とします。 

 

 

 

 令和6年度 令和7年度 

… 

令和12年度 

… 

令和16年度 

…  2024年度 2025年度 2030年度 2034年度 

第二次桶川市 
環境基本計画 

       

 

桶川市地球温暖
化対策実行計画 

       

桶川市気候変動

適応計画 
       

 

 

 

 

 

  

次期以降
計画 

 

次期以降計画  

計
画
策
定
年
度 
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４ 計画の対象環境 

本計画においては、生活環境や自然環境のみならず、地球温暖化などの地球環境を含め

た本市に関わる環境として、持続可能な地域社会を形成するための４つの社会に係る環境

を計画が対象とする環境とします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  

 

生物多様性 

身近な自然環境 

良好な生活環境 

公害の防止 

4R 

広域ごみ処理施設 

 

持続可能な 

地域社会 

気候変動の緩和と適応 

安心・安全な社会 

自然共生社会 

脱炭素・気候変動適応型社会 

資源循環型社会 
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第２章 計画策定の背景 

１ 社会情勢 

現在、環境をめぐる社会情勢は目まぐるしく変化しています。気候変動による極端な気象

災害や健康被害などの気候危機、生物多様性*1 の損失、マイクロプラスチック*2 による海洋汚

染、食品ロス問題、世界中で起きている地域紛争、新型コロナウィルス感染症蔓延など、環境

面に関連する様々な分野でのリスクが増大し、人類の生存を脅かす深刻な課題となっていま

す。地球の持続可能性を確保することは、人類の生存にとって最優先の課題であり、誰一人

取り残されることなく、地球規模課題に総合的に取り組むためには、それぞれの地域の持続

可能性の確保に取り組んでいく必要があります。 

 

（１）国際的な情勢 

① SDGs（持続可能な開発目標） 

平成 27 年（2015 年）9 月の国連サミットにおいて、「誰一人取り残さない」持続可能で

多様性と包括性のある社会の実現に向けた行動目標 SDGs（持続可能な開発目標）を含む

2030 年行動計画が全会

一致で採択され、様々な

分野で SDGs の推進に向

けた取組が進められてい

ます。 

② 気候変動 

近年の平均気温の上

昇、大雨の頻度の増加に

より、農産物の品質の低

下、災害の増加、熱中症の

リスクの増加など、全国

各地で発生しており、気

候変動問題は、人類や全

ての生き物にとっての生存基盤を揺るがす「気候危機」とも言われています。平成２７年

（2015）１１月から１２月にかけてフランス・パリで開催された国連気候変動枠組条約第

21 回締約国会議（COP21*3）において、令和 2 年（2020 年）以降の温室効果ガス排出削

減などのための新たな国際枠組み「パリ協定」が採択され、取組が急務となりました。 

 

  

（出典：国際連合広報センター ＳＤＧｓのロゴと 17 のゴール） 

*1：生物多様性 
生物多様性とは、生きものたちの豊かな個性とつながりのこと。「生物多様性条約」では、生態系の多様性・種の

多様性・遺伝子の多様性という 3 つのレベルで多様性があるとしています。 
*2：マイクロプラスチック 

5mm 未満の微細なプラスチック粒子又は断片のこと。 
*3：COP２１ 

COP21 は国連気候変動枠組条約の第 21 回目の締約国会議（Conference of the Parties）で、2015 年に
フランスのパリで開催され、気候変動問題の国際的な枠組みのパリ協定（世界共通の「2℃目標（努力目標 1.5℃
以内）」）が採択されました。 

 



6 

 

③ 生物多様性・ネイチャーポジティブ（自然再興） 

生物多様性枠組みにおける愛知目標に代わる新たな世界目標として、令和 4 年（2022 年）

の生物多様性条約第 15 回締約国会議（COP15*1）において、令和 12 年（2030 年）まで

の世界目標「昆明・モントリオール生物多様性枠組」が採択されました。 

この枠組では、目指すべき 2050 年ビジョンとして、「自然と共生する世界」を引き続き

掲げました。ビジョン達成のための土台である自然資本の安定性を生物多様性の損失と気候

危機という二つの危機が揺るがしています。 

また、同枠組では 2030 年ミッションとして、「必要な実施手段を提供しつつ、生物多様

性を保全するとともに持続可能な形で利用すること、そして遺伝資源の利用から生じる利益

の公正かつ衡平な配分を確保することにより、人々と地球のために自然を回復軌道に乗せる

ために生物多様性の損失を止め反転させるための緊急の行動をとること。」というネイチャー

ポジティブ（自然再興）が掲げられました。 

また、行動目標として、「2030 年までに地球上の陸域、海洋・沿岸域、内陸水域の 30%

を保護する」（30by30 目標）など、23 項目のグローバルターゲットが設定されました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  （出典：環境省 昆明・モントリオール生物多様性枠組の構造） 

*1：COP15 
COP15 は国連生物多様性条約の第 15 回目の締約国会議（Conference of the Parties）で、2022 年にカ

ナダのモントリオールで開催され、2030 年までの生物多様性に関する世界目標「昆明・モントリオール生物多様
性枠組」が採択されました。 
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（２）国の動向 

① 気候変動の緩和と適応 ～2050 年カーボンニュートラルの実現に向けて～ 

国は、パリ協定が発効したことを踏まえ、平成 30 年（2018 年）に「気候変動適応法」

を制定し、地球温暖化と気候変動への対策を温室効果ガス排出削減対策（緩和策）と気候変

動の影響による被害の回避・軽減対策（適応策）の両面から進めていくことにしました。 

また、令和 2 年（2020 年）10 月に「2050 年までに二酸化炭素排出実質ゼロとするカ

ーボンニュートラル*1：脱炭素を目指す」ことを宣言し、令和 3 年（2021 年）3 月に地球

温暖化推進法を改正、同年 6 月に「地域脱炭素ロードマップ～地域からはじまる、次の時代

への移行戦略～」を策定、同年 10 月に「令和 12 年度（2030 年度）において温室効果ガ

ス*246%削減（2013 年度比）、さらに 50％の高みに向けて挑戦する」ことを目指した「地

球温暖化対策計画」を閣議決定しました。 

② 自然と共生する社会 ～ネイチャーポジティブ（自然再興）に向けて～ 

国は、「昆明・モントリオール生物多様性枠組」の採択を踏まえ、従来までの生物多様性国

家戦略を見直し、2030 年のネイチャーポジティブ（自然再興）の実現を目指し、地球の持

続可能性の土台であり人間の安全保障の根幹である生物多様性・自然資本を守り活用するた

めの戦略「生物多様性国家戦略 2023-2030」を 2023（令和 5 年）3 月に閣議決定しま

した。この戦略は次の 5 つの基本戦略と行動計画からなっています。 

①生態系の健全性の回復 ②自然を活用した社会課題の解決 ③ネイチャーポジティブ経済の実現 

④生活・消費活動における生物多様性の価値の認識と行動 

⑤生物多様性に係る取組を支える基盤整備と国際連携の推進 
 

③ 循環型社会 ～サーキュラーエコノミー（循環経済）への移行～ 

気候変動及び生物多様性の問題とあわせ

て、食品ロスやプラスチックごみの環境汚染

が地球規模の問題となっています。国は、令

和元年（2019 年）に「食品ロスの削減の推

進に関する法律」、令和 3 年（2021 年）に

「プラスチックに係る資源循環の促進等に

関する法律」を公布し、循環型社会の形成に

向けて、従来の 3R の取組と合わせて、循環

経済（サーキュラーエコノミー）への移行を

図っていくことにしました。 

令和 6 年（2024 年）８月には、循環経済

への移行を国家戦略として位置づけ、「第五

次循環型社会形成推進基本計画～循環経済

を国家戦略に～」を閣議決定しました。 

 

 

「大量に作って、使って、捨てる」リニアエコノミ
ー（線型経済）から、サーキュラーエコノミーへ移
行することは、天然資源の発掘や廃棄物の不必要な
焼却等を抑え、温室効果ガスの排出削減や自然への
負荷軽減になると同時に、企業の経済成長にもつな
がる。 

（出典：環境省 HP） 

*1：カーボンニュートラル 
温室効果ガスの排出量と吸収量を均衡させる（温室効果ガスの排出を全体としてゼロにする）ことです。 

*2：温室効果ガス 
大気中の二酸化炭素やメタンなどのガスは太陽からの熱を地球に封じ込め、地表を暖める働きがある。これらの

ガスを温室効果ガスという。地球温暖化対策の推進に関する法律では、人の活動に伴って発生する二酸化炭素など
7 物質を定めています。（詳細は 48 ページ参照） 
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④ 国の環境基本計画 

国は、地球規模の環境問題への対応をはじめ、国の環境政策を総合的に進めていくために、

平成 5 年（1993 年）に環境基本法を制定し、平成 6 年（1994 年）に「循環」「共生」「参

加」「国際的取組」が実現される社会を構築することを長期的な目標とした第一次環境基本計

画を閣議決定しました。その後、平成 12 年（2000 年）に第二次計画、平成 18 年（2006

年）に第三次計画を決定しました。 

平成 24 年（2012 年）には、持続可能な社会を「低炭素」「循環」「自然共生」の各分野

が統合的に達成され、その基盤として「安全」が確保される社会であるとした第四次計画を

決定しました。また、SDGs やパリ協定採択後の平成 30 年（2018 年）に、環境政策によ

る経済社会システム、ライフスタイル、技術などのイノベーションの創出と経済・社会的課

題の同時解決を目指した第五次計画を決定しました。 

令和 6 年（2024 年）に第六次環境基本計画を策定し、環境保全を通じた、現在および将

来の国民一人一人の「ウェルビーイング*1／高い生活の質」を最上位の目的に掲げ、環境収容

力を守り環境の質を上げることによって経済社会が成長・発展できる「循環共生型社会」（「環

境・生命文明社会」）の構築を目指すことにしました。 

 

第六次環境基本計画の重点戦略 

1 
「新たな成長」を導く持続可
能な生産と消費を実現するグ
リーンな経済システムの構築 

２ 
自然資本を基盤とした国土の
ストックとしての価値の向上 

３ 
環境・経済・社会の統合的向上
の実践・実装の場としての地
域づくり 

 自然資本を維持・回復・充実させ

る投資の拡大 

 環境価値の活用による経済全体

の高付加価値化 

 金融や税制等を通じた経済全体

のグリーン化 

 自然資本を維持・回復・充実させ

る国土利用 

 自立・分散型の国土構造の推進 

 「ウェルビーイング／高い生活

の質」が実感できる都市・地域の

実現 

 地域の特性を踏まえた統合的な

土地利用 

 再エネ、アセス、生態系等の情報

基盤整備 

 地域の環境と経済・社会的課
題の同時解決 

 地域循環共生圏を支える無
形資産の充実 

 地域経済のグリーン化 
 持続可能な地域のための「公

正な移行」 
 失われた環境の再生と地域の

復興 

4 
「ウェルビーイング／高い生
活の質」を実感できる安心・安
全、かつ、健康で心豊かな暮ら
しの実現 

5 
「新たな成長」を支える科学
技術・イノベーションの開発・
実証と社会実装 

６ 
環境を軸とした戦略的な国際
協調の推進による国益と人類
の福祉への貢 

 人の命と環境を守る基盤的な取

組 

 心豊かな暮らしに向けた良好な

環境の創出 

 心豊かな暮らしを目指すライフ

スタイルの変革 

 グリーンイノベーションに対す

る国民意識の向上・行動変容の促

進による需要の創出 

 本質的なニーズ主導での技術的

ブレイクスルー 

 科学的知見の集積や基盤情報の

整備・提供 

 最先端技術等の開発・実証と社会

実装推進 

 環境分野におけるスタートアッ

プへの支援 

 いわゆる「環境外交」による国際

的なルール作りへの貢献 

 環境分野における途上国支援 

 経済安全保障への対応 

 我が国の優れた取組の海外展開 

（出典：環境省 第六次環境基本計画の概要、環境・経済・社会の統合的向上の高度化のための６つの戦略） 

  
*1：ウェルビーイング 

ウェルビーイング（well-being）は、良い（well）と状態（being）を組み合わせた言葉で、心身と社会的な健
康を意味する概念です。国の第六次環境基本計画では「高い生活の質」と位置づけられています。 
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（３）県の動向 

① 埼玉県環境基本計画 

県では、埼玉県環境基本条例（平成 6 年（1994 年）制定）の基本的理念である「健全で

恵み豊かな環境を維持しつつ、環境への負荷の少ない持続的に発展することができる社会」

の構築を図るため、環境の保全及び創造に関する施策を総合的かつ計画的に推進するために

「環境基本計画」を策定・改定し、環境施策を積極的に進めています。 

人口減少・少子高齢化の一層の進行、豪雨や台風の頻発、海洋プラスチックごみ問題の顕在

化、カーボンニュートラルに向けた動きや SDGs の推進など、社会経済情勢等の変化や環境

問題を巡る国内外の動向を踏まえ、令和 4 年（2022 年）に次の 3 つの長期目標の実現に向

けた第 5 次埼玉県環境基本計画を策定しました。 

 

 

 

 

 

また、持続可能なまちづくりに向け「埼玉版スーパー・シティプロジェクト」などと連携

し、その推進を図っています。 

② 埼玉県生物多様性保全戦略 

県では、平成 30 年（2018 年）に、国の「生物多様性国家戦略 2012-2020」を踏ま

え、「埼玉県生物多様性保全戦略」を策定し、自然環境、農林業、河川整備、都市の緑等の各

分野において、生態系の再生・保全、これらを維持していくための担い手の育成等の取組を

進めてきました。 

令和 6 年（2024 年）に、国の新たな「生物多様性国家戦略 2023-2030」を踏まえ、

『ネイチャーポジティブ（自然再興）の実現』を将来像に掲げた「埼玉県生物多様性保全戦略

2024（令和６）年度～2031（令和 13）年度）」を策定しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

長期目標 

① 温室効果ガス排出実質ゼロとする脱炭素社会、持続的な資源利用を可能とする 

循環型社会づくり 

② 安心、安全な生活環境と生物の多様性が確保された自然共生社会づくり 

③ あらゆる主体の参画による持続可能な社会構築のための産業・地域・人づくり 

生態系 
エリア別 
戦略 

横断的・ 
基礎的 
戦略 

①生態系の健全性の回復 

②生物多様性保全に係る取組を支える基盤整備 

【目指す将来像】 ネイチャーポジティブ（自然再興）の実現 



10 

２ 桶川市の概要 

（１）位置・地勢 

本市は、埼玉県のほぼ中央に位置しています。東は、蓮田市と久喜市、西は川島町、南は上

尾市と伊奈町、北は北本市と鴻巣市に隣接しています。面積は 25.35ｋ㎡、東西の距離は８

ｋｍ、南北は４ｋｍです。 

市の中央部が大宮台地となっている地形で、東境に元荒川、西境に荒川が流れており、支川

を含むこれらの河川に沿って低地が広がっています。 

交通網として、鉄道では、市の中央部を JR 高崎線が縦断しています。主要な道路では、市

の中央部を南北に国道１７号と中山道が縦断し、東西に県道川越栗橋線が横断しています。

また、市の北部を圏央道（首都圏中央連絡自動車道）が横断し、西部を上尾道路が横断してい

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

Ｎ 
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（２）気象概要 

本市の最新の統計では、平成 25

年（2013 年）から令和 4 年

（2022 年）までの 10 年間の平

均は、最高気温が 37.7℃、最低気

温が－4.7℃、平均気温が 15.7℃、

降水量が 1,025ｍｍとなっていま

す。 

最高気温はわずかですが、上昇傾

向が見られます。平均気温と最低気

温については、ほぼ横ばいで推移し

ています。 

降水量は平均 1,025ｍｍで、年

ごとの変動が大きくなっていま

す。 

晴日数は 211 日、降水日数は

104 日となっています。 

 

 

 

 

 

（３）土地利用（地目） 

本市の最新の統計では、令和 4 年

（2022 年）の地目別土地利用の面積

割合は、宅地が 31.5％と最も広く、次

いでその他 28.9％、畑 23.2％。とな

っています。 

平成 24 年（2012 年）からの 10

年間では、田の面積はほぼ変化してい

ませんが、宅地は5.2％、その他7.4％、

雑種地 2.3％増加しています。減少率

が最も高かったのは原野で、平成 24

年（2012 年）比で 46％減少、次い

で山林が 25.8％、畑が 7.3％の減少と

なっています。 

 

  

（出典：桶川市 統計書） 

（出典：桶川市 統計書） 

（出典：桶川市 統計書） 
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（４）人口・世帯数 

市の人口は昭和 40 年代に急増しました。その後も増加し続け平成 22 年（2010 年）に

75,366 人となり、その後、令和 2 年（2020 年）まではほぼ横ばい状況で推移してきまし

た。令和 2 年（2020 年）以降は減少傾向となり、令和 6 年（2024 年）4 月 1 日現在で

は 74,324 人と、平成 22 年（2010 年）比で 1.4％の減少となっています。 

世帯数も人口増加と合わせて増加し、現在も増加傾向で推移しています。平成 7 年（1995

年）までは 10～20％の増加となっていましたが、その後令和 2 年（2020 年）までは 5～

10％の増加率と増加は緩やかになってきました。令和 6 年（2024 年）4 月 1 日現在の世

帯数は、34,085 世帯で、令和 2 年（2020 年）比では 3.9％の増加と、増加率も減少傾向

が見られます。 

世帯当たりの人数も昭和 60 年（1985 年）は 3.5 人/世帯でしたが、令和 6 年（2024

年）は 2.2 人/世帯と低下し、単身世帯や夫婦世帯が増加するなど核家族化進んでいます。 

令和2年（2020年）国勢調査における年代別人口割合は、15～64歳の生産年齢は58.3％

と最も多く、平均年齢は 50 歳となっています。次いで 65 歳以上の高齢者が約 3 割を占め、

高齢者のうち 75 歳以上の割合が 5 割以上となっています。 

 

 

 
 

  

60,091

68,246

72,419
74,203 74,038 75,366 75,130 75,286 74,324

17,217

20,490

23,227

25,483
27,195

29,436
30,895

32,814
34,085

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

80,000
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（Ｓ60）
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（H 2）
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（H7）

2000

（H12）

2005

（H17）

2010

（H22）

2015

（H27）

2020

（R2）

2024

（R6）

人口・世帯数の推移 （各年4月1日現在）

人口総数 世帯数

（人） （世帯） 

（年） 

（出典：桶川市 統計書、市民課 住民基本台帳人口、各年 4 月１日現在） 
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（５）産業の状況 

● 製造業・製造品出荷額 

本市の最新の統計では、令和 3

年（2021 年）における事業所数

は 73 事業所、従業者数 3,818

人、製造品出荷額 1,175 億円と

なっています。 

事業所数及び従業者数は平成

28 年（2016 年）以降減少傾向

で、平成 28 年（2016 年）比で

事業所数 28％、従業者数 8％の

減少となっています。 

製造品出荷額は平成 30 年（2018 年）をピークに減少傾向となっています。 

 

● 商業 

本市の最新の統計では、商店数

及び従業者数、年間商品販売額

は、平成 26 年（2014 年）まで

ともに減少傾向でしたが、その後

増加し、緩やかな横ばい傾向で推

移しています。 

令和 3 年（2021 年）において

は、平成 26 年（2014 年）比で

商 店 数 は 5.2 ％ 、 従 業 者 数

20.2％、年間商品販売額 22.6％の増加となっています。 

 

● 農業 

本 市 の 最 新 の統 計 で

は、農家数及び農業就業人

口、経営耕地面積ともして

減少傾向となっています。 

令和 2 年（2020 年）

の農家数、農業就業者数、

経営耕地面積は、平成 22

年（2010 年）比でそれぞ

れ 30％、8％、19％減少

しています。主業農家及び

準主業農家の減少率がそれぞれ 40％前後あり、農業従事者の高齢化等によるものと考えら

れます。また、経営耕地面積では、樹園地が 48％、田が 28％減少と、畑の減少率 5％を大

きく上回っています。 

（出典：桶川市 統計書） 

（出典：桶川市 統計書） 

（出典：桶川市 統計書） 
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３ 前計画の実施状況 

前計画における環境施策の実施状況については、次のようになっています。 

 

（１）生活環境 

・大気汚染の把握と健康被害の防止については、継続的な状況把握などに取り組むことが

できました。 

・水質汚濁の把握と生活排水対策の推進については、合併浄化槽の設置補助などに取り組

むことができました。 

   ・道路交通騒音や振動については、継続的な状況把握などに取り組むことにより改善に努

めることができました。 

 

（２）自然環境 

・緑の豊かさなどの自然環境については、市民が満足する割合を増やすことができました。 

   ・川などの水辺と親しめる環境については、市民が満足する割合を増やすことができまし

た。 

・市民緑地の契約面積については、基準年度である平成２２年度と比較すると、増加する

ことができました。 

 

（３）廃棄物・環境衛生 

・ごみの排出量については、市民による一日当たりの排出量と事業者による年間排出量を

計画とおり減らすことができました。 

・ごみの資源化率については、基準年度である平成２２年度と比較すると、高めることが

できました。 

 

（４）地球環境 

・公共施設から発生する温室効果ガス排出量については、計画とおり推進し削減すること

ができました。 

・住宅用新・省エネルギー機器設置費補助金申請件数については、基準年度である平成２

２２年度と比較すると、太陽光発電システムや高効率給湯器の補助件数を増加すること

ができました。 
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４ 市民の環境に対する意識等 

本計画の策定にあたり、市民・事業者の環境に対する意識や取組について把握するため、令

和 6 年（2024 年）に１８歳以上の市民 2,500 人、市内の５００事業者を対象としてアン

ケート調査を実施しました。回収率は、市民 37.0％、事業者 25.8％でした。結果概要は、

以下のとおりです。 

桶川市の環境について 

●大気や水環境、悪臭、騒音など生活環境は全般的に良好と感じている。 

●水害や風害など気象災害が少なく、安心して安全に暮らせると感じている。 

●まち歩きや自転車利用の安全性や水辺の親水性に対して不満と感じている。 

満足度 項  目 不満度 

 空気や水のきれいさ  

 音や振動などの静けさ  

 悪臭などの少なさ  

 まちの清潔さ（道路や公園など）  

 みどりの豊かさなどの自然環境  

 川などの水辺と親しめる環境  

 有害鳥獣や外来種による環境へ
の影響  

 歴史的・文化的な雰囲気  

 鉄道やバスなど、公共交通の便利
さ  

 安全にまち歩きや自転車利用が
できる環境  

 ごみの出しやすさ､分別のしやす
さ、収集回数  

 気象災害（水害や風害など）から
の安心・安全さ 

 

満足度＝満足＋やや満足、不満度＝やや不満と不満、分からないと無回答を除く 

 

桶川市の緑について 

●7 割以上の市民がここ 10 年間で住まい周辺の緑が減っていると感じている。 

●豊かだと思う緑と守り育てていくべき緑として公園・緑地や公共施設の緑が多い。 

●街路樹等道路の緑は豊かだと感じていないが、守り育てていくべきと感じている。 

豊かな緑 項  目 守り育てるべき緑 

 公園･緑地の緑  

 学校など公共施設の緑  

 道路の緑(街路樹等)  

 伝統的な屋敷林や社寺林等  

 河川(河川敷)や水辺の緑  

 雑木林(平地林､斜面林等)  

 田畑等の農地  

 住宅地の緑(生垣･庭木等)  

 大きな店舗や工場などの緑  

76.6％ 

70.6% 

.66％ 
83.0% 

.66％ 
70.8% 

.66％ 
66.1% 
.66％ 

32.9% 

.66％ 
38.7% 
.66％ 

49.1% 

.66％ 

53.2% 
.66％ 

43.7% 
.66％ 

60.8% 
.66％ 

74.6% 
.66％ 

26.5% 

.66％ 

25.6% 
.66％ 

28.6% 
.66％ 

50.9% 
.66％ 

37.7% 
.66％ 

31.9% 

.66％ 
44.3% 

.66％ 

52.6% 

.66％ 

37.3% 

.66％ 

 16.0％ 

 12.3% 
.66％ 

 
.66％ 

17.6% 
.66％ 

53.2% 

.66％ 

41.6% 

.66％ 
39.1% 

.66％ 
30.0% 

.66％ 
27.6% 

20.6% 
.66％ 
 

78.4% 

41.9% 

52.2％ 

24.6% 

 

 

 

 

30.1% 
.66％ 

 

 

15.8% 

19.8% 

19.2% 

18.1% 

15.8% 

5.1% 14.9% 



16 

 

気候変動の影響について 

●市民・事業者とも、豪雨や強風等の風水害の多発、気温上昇による熱中症や体調不

良の増加が特に懸念されている。 

●上記以外では、事業者は「都市・生活基盤への影響」が事業活動に影響を与えると

しているが、市民では、水環境や農業生産などへの影響が懸念されている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

環境の保全に向けて優先的に進める取組（各分野上位のみ､地球温暖化を除く） 

●緑・生物多様性の保全・確保、快適な生活環境の確保、資源循環型社会の実現、環

境保全活動の推進に向けて、優先すべき取組の上位３位までは、市民・事業者とも

ほぼ同じ取組をあげています。（取組内容は下表参照） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

74.0%

64.6%

36.4%

32.5%

27.7%

23.7%

12.7%

3.1%

77.3%

78.9%

21.1%

8.6%

11.7%

11.7%

32.8%

5.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

豪雨や強風等の風水害の多発

気温上昇による熱中症や体調不良の増加

降水量の変化など水資源や水環境への影響

農作物の病虫害など農業生産への影響

蚊など感染症等媒介生物の生息拡大

自然環境の変化や生物多様性への影響

都市･生活基盤への影響

桜の開花時期変化など観光や行事への影響

市民

事業者

56.2%

54.7%

37.2%

44.9%

39.9%

34.4%

45.1%

35.3%

32.7%

30.8%

66.7%

47.2%

42.4%

61.7%

60.9%

35.9%

42.2%

36.7%

36.7%

56.3%

41.4%

26.6%

42.2%

71.1%

45.3%

35.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

公園･緑地等の適切な維持管理

緑の保全(今ある自然環境の保護)

川･水路等の水辺環境の保全

安全な歩行環境の確保

空地・空家の環境保全対策

ポイ捨て･不法投棄の防止

ごみ処理施設の整備・管理

ごみの分別徹底と再資源化促進

４Ｒの普及と促進

ごみ回収・資源回収の効率化

子どもの環境教育の推進

自然体験等環境学習の充実

市民等の環境保全活動の支援

市民

事業者

緑・生物多
様性の保
全に向け
て 

快適な生
活環境の
保全･確保
に向けて 

資源循環型
社会の実現
に向けて 

環境保全活
動の推進に
向けて 
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脱炭素社会の実現に向けて優先的に進める取組 

●各取組で優先すべきや重要との回答が、市民・事業者とも 5 割以上を占めます。 

●特に優先すべき取組として、気候変動対策の推進や公園緑地の整備等市街地の高温

化防止、公共施設等での再エネ活用、省エネ型まちづくりがあげられます。 

●あわせて、省エネ意識の普及・行動促進とその促進に向けた地球温暖化や気候変動

に関する環境教育・環境学習の推進をあげています。 

●ZEH や ZEB の普及や大規模太陽光発電施設の整備は低い傾向となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

省エネ・再生可能エネ設備等の導入状況（市民・事業者共通項目のみ） 

太陽光発電の導入は、市民より事業者の方が進んでいますが、10～20％と低く今

後の普及が課題です。また、太陽光発電設備以外の導入も同様に低い結果となって

いるため、今後の普及が課題です。 

市民 
省エネ・再エネ設備や機器 

事業者 

導入済み 導入検討 導入済み 導入検討 

10.3% 13.6% 太陽光発電 18.0% 15.6% 

3.6% 26.0% 家庭用蓄電池/蓄電システム 3.1% 26.6% 

1.5% 16.7% 燃料電池（ｴﾈﾌｧｰﾑ等） 1.6% 16.4% 

1.5% 11.7% 太陽熱利用温水器 0.0% 13.3% 

3.6% 25.5% 次世代自動車への乗り換え 7.8% 35.2% 

13.7% 48.3% エネルギー効率の良い家電や機器への切替え 7.0% 50.8% 

     

ゼロカーボンシティなど脱炭素社会への理解普
及 

温暖化や気候変動に関する環境教育・環境学習
の推進 

省エネ意識の普及･行動促進 

家庭での太陽光発電･蓄電設備の導入の普及 

省エネ型のまちづくりの推進 

電気自動車等の普及など脱炭素型移動手段の充
実 

公共施設や事業所等での再生可能エネルギーの
利用の促進 

太陽光発電以外の再生可能エネルギー活用の普
及 

地域での再生可能エネギーの発電･供給のしくみ
づくり 

ＺＥＨ･ＺＥＢなど住宅や建物のゼロエネルギー化
の推進 

大規模太陽光発電施設の整備推進 

気候変動に伴う自然災害の回避と減災対策の推
進 

気候変動に伴う熱中症や感染症など健康被害の
回避 

雑木林･水辺､公園緑地の整備など市街地の高温
化防止 

再エネ発電や森林吸収源対策を進めている自治
体との連携 

 

64.6%

85.7%

86.0%

67.4%

80.4%

70.6%

84.6%

77.4%

72.7%

50.5%

57.0%

87.6%

88.9%

88.2%

73.9%

68.8%

82.8%

85.2%

70.3%

78.9%

72.7%

81.3%

79.7%

68.8%

57.0%

50.0%

87.5%

89.1%

85.2%

71.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ゼロカーボンシティなど脱炭素社会への理解普及

温暖化や気候変動に関する環境教育・環境学習の

推進

省エネ意識の普及･行動促進

家庭での太陽光発電･蓄電設備の導入の普及

省エネ型のまちづくりの推進

電気自動車等の普及など脱炭素型移動手段の充実

公共施設や事業所等での再生可能エネルギーの利

用の促進

太陽光発電以外の再生可能エネルギー活用の普及

地域での再生可能エネギーの発電･供給のしくみ

づくり

ＺＥＨ･ＺＥＢなど住宅や建物のゼロエネルギー

化の推進

大規模太陽光発電施設の整備推進

気候変動に伴う自然災害の回避と減災対策の推進

気候変動に伴う熱中症や感染症など健康被害の回

避

雑木林･水辺､公園緑地の整備など市街地の高温化

防止

再エネ発電や森林吸収源対策を進めている自治体

との連携

市民

事業者

ゼロカーボンシティなど脱炭素社会への理解普
及 

温暖化や気候変動に関する環境教育・環境学習
の推進 

省エネ意識の普及･行動促進 

家庭での太陽光発電･蓄電設備の導入の普及 

省エネ型のまちづくりの推進 

電気自動車等の普及など脱炭素型移動手段の充
実 

公共施設や事業所等での再生可能エネルギーの
利用の促進 

太陽光発電以外の再生可能エネルギー活用の普
及 

地域での再生可能エネギーの発電･供給のしくみ
づくり 

ＺＥＨ･ＺＥＢなど住宅や建物のゼロエネルギー化
の推進 

大規模太陽光発電施設の整備推進 

気候変動に伴う自然災害の回避と減災対策の推
進 

気候変動に伴う熱中症や感染症など健康被害の
回避 

雑木林･水辺､公園緑地の整備など市街地の高温
化防止 

再エネ発電や森林吸収源対策を進めている自治
体との連携 
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５ 今後の課題 

本市の環境の現状、市民・事業者アンケートの結果等を踏まえて、本市における環境の課題

を次のとおり分析しました。 

 

➀ 生活環境 

 市民が健康で、安心・安全に暮らせる快適な生活環境を確保していくため、大気や水質等の

環境の状況を調査し、改善を図っていくとともに、様々な環境リスクの回避・軽減に努めて

いく必要があります。 

 良好な生活環境を確保していくためには、生活排水対策、不法投棄や路上喫煙の防止対策

など快適な生活環境の創出を進めていく必要があります。 

 

② 自然環境 

 本市の自然資本を形成する緑や水辺、生物多様性などの自然環境の適切な保全・活用を図

っていく必要があります。 

 市民や団体、事業者との協働による自然環境保全や緑化の推進、活動への参加の普及など、

社会情勢に応じた一層の取組の促進が期待されています。 

 特定外来生物による地域の生態系への影響や病害虫による木枯れなど、自然共生と良好な

地域環境づくりが課題となっています。 

 

③ 廃棄物・環境衛生 

 プラスチック資源循環や食品ロス問題への対応をはじめ、4R の更なる普及と啓発が課題

となっています。 

 資源循環型社会の実現に向けて、広域によるごみ処理施設について、環境に配慮した施設

整備を図っていく必要があります。 

 

④ 地球環境 

 市民・事業者・市による一層の省エネルギー対策をはじめ、再生可能エネルギー活用などの

普及啓発が課題となっています。 

 気候変動の緩和と適応に向けた目標や施策などを市民・事業者・市が相互に連携・協力し、

脱炭素や気候変動に適応した社会の構築を図っていくことが求められています。 
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第３章 目指す環境の姿 

１ 環境像 

桶川市第六次総合計画の将来像である『学び豊かな 笑顔あふれる 幸せ未来都市 おけがわ』

を実現するため、まちづくりの方向性として定められた政策である『環境にやさしく みど

りと調和した 桶川』を本計画が目指す環境像として定めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 基本目標 

環境像の実現に向けて、「脱炭素・気候変動適応型社会の構築」「資源循環型社会の構築」

「安心・安全な生活環境の創出」「自然共生社会の構築」を４つの基本目標とします。 

また、ＳＤＧｓの理念に沿い、環境・経済・社会にかかわる諸問題の解決向け総合的に取り

組むために、基本目標にＳＤＧｓマッピングを行います。 

  

環境像 

環境にやさしく みどりと調和した 桶川 

脱炭素社会や循環型社会の形成は、地球温暖化など深刻化する環境問題の改善につ

ながり、自然空間や公園など多様なみどりや水辺の存在は、生物多様性や生態系の保全

につながるとともに日々の生活に憩いと安らぎを与えます。 

このため、再生可能エネルギーの導入、ごみの減量化や再資源化、河川や雑木林、公

園などのみどりや水辺の保全と活用を図り、人と自然にやさしく、みどり豊かで快適な

まちづくりを進めます。 
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基本目標 

１ 

脱炭素・気候変動適応型社会の構築 

現在、地球は気候変動問題が深刻化しています。地球表面の平均気温の上昇に伴い、

異常気象や豪雨災害の多発、熱中症緊急搬送者数増大、農産物生産障害など、様々な影

響が各地で発生しています。このため、持続可能な社会の実現に向けたＳＤＧｓでも、

地球温暖化を抑制し、気候変動の影響を回避する気候変動対策を早急に、具体的に進め

ていくことが求められています。 

気候変動の影響は本市においても現れており、温室効果ガス排出量削減と気候変動影

響の回避の両面から総合的に気候変動対策を進めていく必要があります。 

このことから、本市は令和 3 年（2021 年）に、脱炭素社会の実現に向けて、限られ

たみどりを守り、将来の桶川を安心・安全に暮らし続けることができるまちとして未来

の子どもたちに引き継いでいくため、令和 32 年（2050 年）までに二酸化炭素の排出

量を実質ゼロにする「ゼロカーボンシティ」として、主体的に取り組んでいくことを宣

言しました。 

この宣言を基に市民や団体、事業者、市がそれぞれ主体的に取り組んでいくとともに、

相互に連携・協力し、地域社会全体で温室効果ガス排出量削減に向けた取組（緩和策）

と気候変動の影響の回避・軽減に向けた取組（適応策）を一体的に推進することで、脱

炭素・気候変動適応型社会の構築を目指します。 

気候変動の緩和と適応 

（出典：環境省 A-PLAT（気候変動適応情報プラットホーム） 
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基本目標 

２ 

資源循環型社会の構築 

循環型社会形成推進基本法では、循環型社会とは、「製品等が廃棄物等となることが抑

制され、並びに製品等が循環資源となった場合においてはこれについて適正に循環的な

利用が行われることが促進され、及び循環的な利用が行われない循環資源については適

正な処分が確保され、もって天然資源の消費を抑制し、環境への負荷ができる限り低減

される社会」と定義されています。 

平成 27 年（2015 年）に国連で採択された SDGs のゴールのひとつとして『つくる

責任 つかう責任』が掲げられ、持続可能な地域社会の実現に向けて資源が循環利用さ

れる循環型社会の構築に向けた取組が求められています。 

本市では、「桶川市環境自治体宣言」や「桶川市ゴミ 10 ヵ条宣言」を行い現在に至る

まで、ごみの減量化や資源化などの取組を推進してきましたが、今後は、循環型社会を

構築するための取組をより推進していく必要があります。 

そのため、今後は、現在の取組を継続していくとともに、食品ロス削減やプラスチッ

ク資源循環利用、廃棄物の広域処理、循環経済への移行など市だけでは対応できない課

題等について、関連する自治体、市民や団体、事業者等と連携し取組を推進することで、

従来の大量生産・大量消費・大量廃棄型の社会から脱却し、資源循環型社会の構築を目

指します。 

（出典：環境省 HP） 

循環経済 
（サーキュラーエコノミー） 

４Ｒ 

 

 

リフューズ 

Refuse 

リデュ－ス 

Reduce 

リユース 

Reuse 

リサイクル 

Recycle 

ごみの発生
を断つ 

ごみになるもの

を作らない 

ごみの発生
を減らす 
ごみとなるもの

を減らす 

再使用 
使えるものは繰

り返し長く使う 

資源化 
資源となるものは 

リサイクルし、有効活
用する 
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（出典：総務省 「3 分でわかる公害紛争処理制度」 

（https://www.soumu.go.jp/menu_kyotsuu/ 

policy/tyosaku.html）を加工して作成） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  

基本目標 

３ 

安心・安全な生活環境の創出 

国内では、かつての産業型公害の改善は大きく進展しましたが、世界の急速な工業化

や開発等に伴い、PM2.5 や光化学スモッグなどの大気汚染、海洋汚染など、環境汚染が

拡大・広域化してきています。 

また、気候変動に伴う感染症媒介生物の生息域拡大や災害時における衛生環境の確保

をはじめ、新型コロナウィルス感染症、原子力発電所事故に伴う放射性物質の拡散、有

害物質による環境被害など、環境面のリスクも増大してきています。 

本市では、水質汚濁や土壌汚染などのいわゆる典型７公害の状況を把握するための環

境調査をはじめ、不法投棄の防止や河川の水質保全・改善に向けた公共下水道の整備や

更新、合併処理浄化槽の設置などを推進し、衛生的な生活環境の確保に努めています。 

こうした取組を継続的に進めていくとともに、新たな環境リスクへの対応を図ること

で、安心で安全な生活環境の創出を目指します。 

環境基本法 

典 型 ７ 公 害 
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城山公園 大池 江川 河畔林 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

基本目標 

４ 

自然共生社会の構築 

持続可能な社会の実現には、地球全体とそれぞれの地域において、生物多様性が健全

な状態で保全され、その恵みを将来にわたって引き継いでいくことができる社会（自然

共生社会）となっていることが必要です。SDGs でも、海の豊かさや陸の豊かさを守る

ことがゴールとなっています。 

また、生物多様性国家戦略においては、自然を回復軌道に乗せるため、生物多様性の

損失を止め、反転させるネイチャーポジティブ（自然再興）を目指すべき目標として掲

げられています。 

本市の市街化調整区域及びその周辺には、荒川、元荒川、綾瀬川、赤堀川、江川など

の多くの河川が流れており、河川沿いの低地や水辺は田園や樹林などの豊かな緑に囲ま

れています。この豊かな緑は多様な動植物の生息環境となり生態系が保存されているだ

けでなく、レクリエーションや防災機能を有しており、日々の生活に憩いと安らぎを与

えます。近年では、宅地開発や農業従事者の減少などにより、緑は減少傾向にあります

が、市では、市民や団体、事業者と協力して水辺の緑の保全・再生、市民緑地や保存樹

林・樹木の指定、公園や緑地などの維持管理、特定外来生物対策などにより、自然の保

全・再生を進めています。 

こうした取組を継続的に進めていくとともに、限られた緑を保存し維持するための更

なる取組を進めることで、生物多様性のもたらす恵みを将来にわたって継承し、自然と

人間との調和ある共存の確保された、自然共生社会の構築を目指します。 
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３ 環境施策の体系 

本計画では、計画の目指す環境像「環境にやさしく みどりと調和した 桶川」の実現に向

けた環境施策体系を次のように定め、関連する施策の展開を図っていきます。 

 

環境像  基本目標 基本施策 施策の展開 

       

環
境
に
や
さ
し
く 

み
ど
り
と
調
和
し
た 

桶
川 

 

基本目標１ 

 

脱炭素・気候変動 

適応型社会の構築 

１ 気候変動緩和策の推進 

1 再生可能エネルギーの創出 

2 省エネルギー対策の推進 

3 
環境にやさしいまちづくりの
推進 

4 ごみの減量化・資源化 

5 
脱炭素型ライフスタイルへの
転換促進 

2 気候変動適応策の推進 

1 
各分野における適応策の 
推進 

2 
気候変動の影響把握と理解
醸成 

     

基本目標２ 

 

資源循環型社会 

の構築 

1 ４Ｒの推進 

(1) リフューズの推進 

(2) リデュースの推進 

(3) リユースの推進 

(4) リサイクルの推進 

2 安定したごみ処理体制の構築 
(1) 広域ごみ処理施設の整備 

(2) 環境センターの維持管理 

     

基本目標３ 

 

安心・安全な 

生活環境の創出 

1 公害の防止 
(1) 典型７公害の防止 

(2) 環境リスクへの対応 

2 良好な生活環境の形成 

(1) 生活排水施設等の整備 

(2) 衛生的で快適な生活環境の
確保 

     

基本目標４ 

 

自然共生社会 

の構築 

1 生物多様性の保全 
(1) 自然生態系等の保全 

（2） 特定外来生物対策 

2 身近な自然環境の保全 
(1) 緑の保全と活用 

(2) 公共空間の緑化 

  



25 

第４章 施策の展開 

基本目標１ 脱炭素・気候変動適応型社会の構築 

基本施策１ 気候変動緩和策の推進 

第５章 桶川市地球温暖化対策実行計画で定めた計画により、気候変動緩和策を推進して

いきます。 

 

第 5章 桶川市地球温暖化対策実行計画 施策の体系 

基本 
目標 

施策の展開 

脱
炭
素
・
気
候
変
動
適
応
型
社
会
の
構
築 

１ 再生可能エネルギーの創出 

  （1） 太陽光発電システムの導入 

  （2） 自家消費型の太陽光発電の推進 

２ 省エネルギー対策の推進 

  （1） 省エネ家電・設備の普及促進 

  （2） 省エネ性能の高い住宅等の普及促進 

  （3） 移動の脱炭素化推進 

  （4） 事業活動における省エネの普及促進 

３ 環境にやさしいまちづくりの推進 

  （1） 歩いて暮らせるまちづくりの推進 

  (2) ヒートアイランドを緩和するまちづくりの推進 

４ ごみの減量化・資源化 

  (1) ごみの発生抑制・減量化の推進 

  (2) 再使用・資源化の推進 

  （3） 広域ごみ処理施設の整備 

５ 脱炭素型ライフスタイルへの転換促進 

  （1） 環境配慮行動の推進 
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基本施策２ 気候変動適応策の推進 

第６章 桶川市気候変動適応計画で定めた計画により、気候変動適応策を推進していきま

す。 

 

第６章 桶川市気候変動適応計画 施策の体系 

基本
目標 施策の展開 

脱
炭
素
・
気
候
変
動
適
応
型
社
会
の
構
築 

１ 各分野における適応策の推進 

 分野 施策 

①農業 農業への影響の軽減 

②水環境・水資源 水環境・水資源への影響の軽減 

③自然生態系 自然生態系の保全 

④自然災害 自然災害に対する防災・減災対策の推進 

⑤健康 健康被害の防止 

⑥県民生活・都市生活 暑熱による生活への影響の軽減 

2 気候変動の影響把握と理解醸成 

 ①市域における気候変動の影響に関する情報の収集 

②気候変動による生活や事業活動への影響に関する情報の提供 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
（出典：全国地球温暖化防止活動推進センター） 
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基本目標２ 資源循環型社会の構築 

基本施策１ ４Ｒの推進 

本市でのごみに対する施策については、「桶川市ゴミ 10 ヵ条宣言」などに基づき、市民

や団体、事業者の協力をもとに、リフューズ（ごみの発生を断つ）、リデュース（ごみの発

生を減らす）、リユース（再使用）、リサイクル（資源化）の 4R を進めてきました。その結

果、市民１人１日当たりのごみ排出量の少なさや資源化率は、県内でも上位に位置してい

ます。 

今後もごみの減量化や資源化など、４R の更なる推進を図ります。 

また、国や県が進めている、持続可能な形で資源を利用する循環経済やプラスチック資

源循環対策（３R+Renewable*1）については、国や県などと連携、協力しながら、本市の

４R の取組とあわせて推進することで、循環型社会の構築を推進します。 

 

(1) リフューズ（ごみの発生を断つ）の推進 

  出前講座やごみ処理施設見学を実施するなど、環境学習の機会を提供することによ

り、４Ｒの普及啓発を推進します。 

  不要なパンフレット・チラシなどごみとなるものは断り、マイバッグ・マイカトラリ

ー*2 などの活用などに努めます。 

  簡易包装などを推進し、すぐにごみの原因となるものを作らないように努めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

*1：3R＋Renewable 

2022 年 4 月に施行された「プラスチック資源循環促進法」の基本原則で、ごみの減量・資源化アクションの

3R に、再生可能（リニューアブル/Renewable）の取組を加えたアクションの総称。リニューアブルとは再生可

能な資源（バイオマス化、バイオプラスチック等再生材利用等）に置き換えることを指す。 

*2：マイカトラリー 

持ち歩くことができるフォークやスプーンなどで、使い捨てのものを貰う必要がなく、省資源やごみ減量になり

ます。 

４Ｒ 

 

 

リフューズ 

Refuse 

リデュ－ス 

Reduce 

リユース 

Reuse 

リサイクル 

Recycle 

ごみの発生
を断つ 

ごみになるもの
を作らない 

ごみの発生
を減らす 
ごみとなるもの

を減らす 

再使用 
使えるものは繰
り返し長く使う 

資源化 
資源となるものは 
リサイクルし、有効

活用する 
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本庁舎 リサイクルボックス 

 

(2) リデュース（ごみの発生を減らす）の推進 

  生ごみの「３きり運動」（水きり、食べきり、使いきり）を推進します。 

  生ごみの自家処理（家庭用生ごみ処理容器・減量化機器、ダンボールコンポストなど）

を推進します。 

  「てまえどり」（すぐに食べる商品を購入する際は、商品棚の手前に置いてある商品を

選ぶ行動）を推進します。 

  フードドライブ（各家庭で使いきれない未利用食品を必要としている方へ提供する）

を推進します。 

  事業者の食品ロス削減対策（小盛りメニューの設定など）を推進します。 

  プラスチックごみの削減対策（マイバッグ、簡易包装など）を推進します。 

  ごみの減量に関する情報（分別、食品ロスなど）を発信し普及啓発に努めます。 

  事業系ごみに関する情報（排出責任、適正処理など）を発信し普及啓発に努めます。 

  事業者としての市は、率先してごみの減量化に取り組みます。 

 

(3) リユース（再使用）の推進 

  リユースに関する情報を発信し普及啓発に努めます。 

  環境教育（出前講座によるリユースの啓発など）を推進します。 

 

(4) リサイクル（資源化）の推進 

  資源物の店頭回収（スーパーでの食品トレー回収など）を推進します。 

  資源物の拠点回収（使用済み小型家電やインクカートリッジなど）を推進します。 

  有機ごみの資源化（公共施設から排出された枝等のチップ化など）を推進します。 

  リサイクルに関する情報を発信し普及啓発に努めます。 

  ごみの分別に関する情報を発信し普及啓発に努めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

フードドライブ 
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基本施策２ 安定したごみ処理体制の構築 

本市のごみ処理は、環境センターでの中間処理を基本としていますが、平成 31年（2019

年）に施設の老朽化に伴い、ごみ焼却施設の稼働を停止したため、燃やせるごみの処理は他

の公共団体や民間事業者に委託しています。 

このような状況の中、ごみ処理施設の老朽化などの共通課題を抱える川島町と、「川島町・

桶川市ごみ処理広域化協議会」を令和 5 年（2023 年）に設立し、１市１町によるごみ処

理の広域化を推進しています。令和 6 年（2024 年）5 月には、ごみ処理施設の広域化を

する際に、将来にわたる安定的かつ効率的なごみ処理体制の構築とごみ処理に伴う環境負

荷などの低減を可能とする新ごみ処理施設整備に向けた基本的な考え方や方針を取りまと

めた「新ごみ処理施設整備基本構想」を策定しました。 

今後は、令和 7 年（2025 年）に川島桶川資源循環組合を設立し、整備の実施主体が１

市１町で構成される一部事務組合となりますが、構想の基本方針に基づいた循環型のまち

づくりや環境負荷の低減が可能となる施設を目指し、広域ごみ処理施設の整備を推進しま

す。 

 

(1) 広域ごみ処理施設の整備 

  川島町と１市１町によるごみ処理の広域化を推進します。 

  広域ごみ処理施設は循環型のまちづくりに寄与できる施設を目指します。 

  広域ごみ処理施設は環境負荷の低減が可能となる施設を目指します。 

  広域ごみ処理施設は安全かつ安定したごみ処理が可能となる施設を目指します。 

 

(2) 環境センターの維持管理 

  広域ごみ処理施設ができるまでの間は、リサイクルセンターを適切に維持管理し、金

属やガラスなどの資源化を推進します。 

  広域ごみ処理施設ができるまでの間は、粗大ごみ処理施設を適切に維持管理し、粗大

ごみの資源化を推進します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
環境センター 
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■ 資源循環型社会の構築に向けた市民・事業者の取組の方向 

 

１ 市民の取組 

 ４Ｒやプラスチック問題など循環型社会について学び、考えてみましょう。 

 マイバッグやマイカトラリーを活用しましょう。 

 過剰包装の商品の購入は控えましょう。 

 生ごみの「３きり運動」（水切り、食べ切り、使い切り）を実践しましょう。 

 生ごみの自家処理に取り組みましょう。 

 「てまえどり」を意識しましょう。 

 フードドライブを活用しましょう。 

 ごみの分別を徹底しましょう。 

 リユースやリサイクルに取り組みましょう。 

 資源物は店頭回収や拠点回収を活用しましょう。 
 

 

２ 事業者の取組 

 事業所での 4Ｒを進めましょう。 

 すぐにごみの原因となるものや過剰包装は控えましょう。 

 食品ロス対策（小盛メニューの設定など）に取り組みましょう。 

 事業系ごみについて（排出責任、適正処理など）学び、考えてみましょう。 

 リユースやリサイクルに取り組みましょう。 

 事業系ごみの分別の徹底と資源化に取り組みましょう。 

 資源物の店頭回収ボックスの設置などに取り組みましょう。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

フードドライブ 生ごみの水切り器 
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基本目標３ 安心・安全な生活環境の創出 

基本施策１ 公害の防止 

公害とは、事業活動その他の人の行動に伴って生ずる相当範囲にわたる大気の汚染や悪

臭などによって、人の健康又は生活環境に係る被害が生じることをいいます。 

公害がなく、安心して安全に暮らせる生活環境の確保は、市民共通の基本的な願いであ

ることから、公害の調査・監視や防止対策を推進します。 

 

(1) 典型７公害の防止 

① 大気汚染対策 

  大気の汚染状況を継続的に調査し、大気汚染の状況把握・監視に努めます。 

  県と連携し光化学スモッグ注意報などの情報発信に努めます。 

② 水質汚濁対策 

  河川の水質を継続的に調査し、水質汚濁の状況把握・監視に努めます。 

  県と連携し水質汚濁の発生防止に努めます。 

③ 土壌汚染対策 

  県と連携し土壌汚染や地下水汚染の状況把握・監視に努めます。 

④ 騒音対策 

  幹線道路沿いの騒音を継続的に調査し、道路交通騒音の状況把握・監視に努めます。 

  騒音の発生源となる工場などに対し啓発や指導に努めます。 

⑤ 振動対策 

  幹線道路沿いの振動を継続的に調査し、道路交通振動の状況把握・監視に努めます。 

  振動の発生源となる工場などに対し啓発や指導に努めます。 

⑥ 悪臭対策 

  悪臭の発生源となる工場などに対し啓発や指導に努めます。 

⑦ 地盤沈下対策 

  県と連携し地盤の沈下状況を継続的に調査し、地盤沈下の状況の把握・監視に努めま

す。 

 

(２) 環境リスクへの対応 

① 原子力発電所事故による放射線量の監視と情報提供 

  東日本大震災の原子力発電所事故による放射線量について、原子力規制委員会の「放

射線モニタリング情報」や県の調査等と連携し、情報提供に努めます。 

② 有害物質及びアスベスト対策 

  県と連携しダイオキシン類等の化学物質による汚染やアスベスト（石綿）の状況の把

握・監視に努めます。 
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基本施策２ 良好な生活環境の形成 

日常生活を送る上で、周囲にある身近な生活環境を良好に保つことは、健康で快適な暮

らしの基本となります。 

生活排水や不法投棄、路上喫煙などの身近な生活環境の対策を実施することで、良好な

生活環境の形成を推進します。 

 

(1) 生活排水施設等の整備  

① 公共下水道の整備・更新等 

  公共下水道の整備を計画的に推進します。 

  公共下水道を適切に維持管理し、計画的な更新を推進します。 

② 合併処理浄化槽への転換 

  既存の単独処理浄化槽及び汲み取り便槽から合併処理浄化槽への転換を推進します。 

③ 浄化槽の適正な維持管理 

  浄化槽の法定検査などに関する情報を発信し適正な維持管理を推進します。 

④ 水道水の安定供給 

  桶川北本水道企業団と連携し、安全な水道水の安定供給に努めます。 

  県と連携し専用水道等の適正な維持管理に努めます。 

 

(２) 衛生的で快適な生活環境の確保 

① 不法投棄・ごみのポイ捨ての防止 

  県と連携し継続的なパトロールを推進します。 

  不法投棄やごみのポイ捨て防止に関する情報を発信し普及啓発に努めます。 

② 路上喫煙の防止 

  路上喫煙禁止区域のパトロールを推進します。 

  路上喫煙禁止に関する情報を発信し普及啓発に努めます。 

③ 野外焼却の禁止 

  野外焼却禁止に関する情報を発信し普及啓発に努めます。 

④ 空き地・空き家の適正な管理 

  空き地・空き家に関する情報を発信し普及啓発に努めます。 

  空き地が不良状態にあるときは啓発や指導に努めます。 

  空き家バンクなどの制度を活用し適正な管理に努めます。 

⑤ 動物愛護・ペットの適正な飼育 

  狂犬病予防注射に関する情報を発信し接種を推進します。 

  ペットの飼育に関する情報を発信し普及啓発に努めます。 
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ごみのポイ捨て禁止看板 

（出典：環境省 浄化槽サイト

（https://www.env.go.jp/recycle/jokaso/himitsu/onepoint/1

1.html）を加工して作成） 

合併処理浄化槽 

■ 安心・安全な生活環境の創出に向けた市民・事業者の取組の方向 

 

１ 市民の取組 

 市が発信する光化学スモッグ注意報などの環境情報に耳を傾け適切な行動をとりましょう。 

 公共下水道供用開始区域については、公共下水道に接続しましょう。 

 単独処理浄化槽及び汲み取り便槽から合併処理浄化槽へ転換しましょう。 

 浄化槽は法定検査や保守点検、清掃を必ず行い、適正に維持管理しましょう。 

 ごみのポイ捨てや路上喫煙はやめましょう。 

 空き地・空き家は適正に管理しましょう。 

 飼い犬には狂犬病予防注射を受けさせましょう。 

 他人に迷惑をかけずにマナーを守りペットを飼いましょう。 

 

 

２ 事業者の取組 

 工場などから発生する汚染物質、騒音、振動、悪臭については法令を遵守し適切に対応し

ましょう。 

 アスベストを除却する際は法令を遵守し適切に対応しましょう 

 公共下水道供用開始区域については、公共下水道に接続しましょう。 

 浄化槽は法定検査や保守点検、清掃を必ず行い、適正に維持管理しましょう。 

 不法投棄はやめましょう。 
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基本目標４ 自然共生社会の構築 

基本施策１ 生物多様性の保全 

生物多様性は、地域の自然環境や自然生態系の維持・保全だけでなく、生活や産業活動に

様々な恵みをもたらしており、人々は古くからこうした恵みを活かし、自然と共生した地

域独自の文化や地域社会を形成・継承してきました。こうした生物多様性が果たしている

諸機能を保全・活用し「人にも自然にもやさしいまちづくり」を目指していくとともに、市

民の憩いの自然空間としての適切な保全と活用を図っていきます。 

 

(1) 自然生態系等の保全 

  赤堀川や江川沿いなどの多様な動植物の生息域になっている緑の保全に努めます。 

  国などと連携し荒川沿いの自然再生事業（ネイチャーポジティブ）を推進します。 

  荒川近郊緑地保全区域の保全に努めます。 

  生物多様性に関する情報を発信し普及啓発に努めます。 

 

(２) 特定外来生物等対策 

  地域固有の動植物を保全するため、オオキンケイギクなどの駆除に努めます。 

  地域固有の動植物を保全するため、アライグマなどの防除に努めます。 

 

基本施策２ 身近な自然環境の保全 

本市は、荒川、江川、石川川や綾瀬川、元荒川、赤堀川、高野戸川など多くの河川を有して

おり、河川沿いの斜面林や湿地などは多様な動植物の生息区域となっています。また、市内

各地には雑木林や屋敷林などの身近な緑が点在しており、これらの自然環境は日々の生活に

憩いと安らぎを与えます。 

また、緑の持つ多様な機能を活かした公園などの適正な維持管理や緑化に努め、自然環境

の保全を推進します。 

 

(１) 緑の保全と活用 

  市民緑地を保全し、イベントなどへの活用に努めます。 

  保存樹林・保存樹木の指定に努めます。 

  田園景観等を形成する農地や生産緑地の保全と活用に努めます。 

  ボランティア団体等と連携し、駅周辺などの緑化に努めます。 

 

(２) 公共空間の緑化 

  市民、事業者等と連携し、河川や水辺の緑の保全と活用に努めます。 

  安全性を考慮した上で道路や沿道の緑化に努めます。 

  公園の計画的な整備と適正な維持管理に努めます。 

  多くの人が集まる公共施設や学校の緑化に努めます。 
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赤堀川 桜堤 

綾瀬川起点碑 川田谷こどもの森市民緑地 

 

■ 自然共生社会の構築に向けた市民・事業者の取組の方向 

 

1 市民の取組 

 自然と触れ合い、生物多様性について考えてみましょう。 

 特定外来生物について知り、その生息拡大を防ぐ行動をしましょう。 

 自然体験イベントなどに参加し自然と触れ合いましょう。 

 農地や生産緑地の保全と活用に努めましょう。 

 生垣や庭木など、身近な緑の創出に努めましょう。 

 

 

2 事業者の取組 

 特定外来生物について知り、その生息拡大を防ぐ行動をしましょう。 

 沿道の緑化や敷地内の植栽など、身近な緑の創出に努めましょう。 
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第５章 桶川市地球温暖化対策実行計画 

１ 計画の概要 

（１）桶川市地球温暖化対策実行計画とは 

地球温暖化対策の推進に関する法律（以下、「地球温暖化対策推進法」という。）第 21 条

第 4 項では、市町村が温室効果ガス*1 排出量の削減等を行うための計画として、地方公共団

体実行計画（区域施策編）の策定が規定されています。 

この規定に基づく計画として、第５章を桶川市地球温暖化対策実行計画とします。 

なお、地球温暖化対策推進法第 21 条第 1 項に規定する市町村の事務等における温室効果

ガス排出量を削減するため、地方公共団体実行計画（事務事業編）が規定されていますが、本

市においては、第４次桶川市環境にやさしい庁内率先実行計画として令和３年（2021 年）

に策定しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

地球温暖化対策推進法第２１条（地球温暖化対策の計画） 

地方公共団体実行計画 

区域施策編 

市町村の自然的社会的条件

に応じて温室効果ガス排出

量の削減等を行うための計

画 

桶川市地球温暖化対策 

実行計画 

 

事務事業編 

市町村の事務及び事業に関

し、温室効果ガス排出量の

削減等を行うための計画 

桶川市環境にやさしい

庁内率先実行計画 

 

地球温暖化対策の推進に関する法律 (抜粋) 
（地方公共団体実行計画等） 
第二十一条 都道府県及び市町村は、単独で又は共同して、地球温暖化対策計画に即して、当該都道府
県及び市町村の事務及び事業に関し、温室効果ガスの排出の量の削減等のための措置に関する計画（以
下「地方公共団体実行計画」という。）を策定するものとする。 

2 地方公共団体実行計画は、次に掲げる事項について定めるものとする。 
一 計画期間 
二 地方公共団体実行計画の目標 
三 実施しようとする措置の内容 
四 その他地方公共団体実行計画の実施に関し必要な事項 

3 略 
4 市町村（指定都市等を除く。）は、地方公共団体実行計画において、第二項各号に掲げる事項のほか、
その区域の自然的社会的条件に応じて温室効果ガスの排出の量の削減等を行うための施策に関する事
項として前項各号に掲げるものを定めるよう努めるものとする。 

*1：温室効果ガス 
大気中の二酸化炭素やメタンなどのガスは太陽からの熱を地球に封じ込め、地表を暖める働きがある。これらの

ガスを温室効果ガスという。地球温暖化対策の推進に関する法律では、人の活動に伴って発生する二酸化炭素など
7 物質を定めています。（詳細は 48 ページ参照） 
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（２）計画の位置づけ 

桶川市地球温暖化対策実行計画は、環境行政のマスタープランである桶川市環境基本計画

に包含される個別計画として位置づけます。 

また、気候変動の緩和策と適応策は、気候変動の影響のリスクを低減するための相互補完

的な施策であることから、緩和策である桶川市地球温暖化対策実行計画と適応策である桶川

市気候変動適応計画を並列に位置づけ、両輪として施策を推進します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

桶川市第六次総合計画 

第５章 

桶川市 

地球温暖化対策 

実行計画 

 

緩和策 

桶川市環境にやさしい 

庁内率先実行計画 

気候変動の緩和策と適応策 

 

第６章 

桶川市気候変動 

適応計画 

適応策 

第ニ次桶川市環境基本計画 
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（３）計画策定の背景 

① 気候変動の影響 

地球温暖化に伴う気候変動は、世界各地において、極端な気象災害や農業被害の多発、熱中

症や感染症等の健康被害の拡大、生物多様性*1 の損失などに影響を及ぼしています。 

IPCC*2（国連気候変動に関する政府間パネル）の第 5 次評価報告書によると、世界全体の

温室効果ガス排出量は、GDP と人口増加に伴って増え続けており、化石燃料燃焼による CO2

排出量が主要な要因となっていると報告されました。 

また第6次評価報告書では、1850年～2020年で世界平均気温は1.09℃上昇しており、

1850～1900 年を基準とし

た 2100 年までの世界平均気

温の変化予測では、化石燃料

依存型の発展の下で気候政策

を導入しなかった最大の温室

効 果 ガ ス 排 出 量 シ ナ リ オ

（SSP5-8.5*3）の場合、今世

紀末（2081～2100 年）ま

でに 3.3℃～５.7℃上昇する

ことが報告されました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（出典：全国地球温暖化防止活動推進センター（JACCA） 図表集） 

*1：生物多様性 
生物多様性とは、生きものたちの豊かな個性とつながりのこと。「生物多様性条約」では、生態系の多様性・種の

多様性・遺伝子の多様性という 3 つのレベルで多様性があるとしています。 
*2：IPCC 

Intergovernmental Panel on Climate Change（気候変動に関する政府間パネル）の略称で、国際的な専門
家でつくる、地球温暖化についての科学的な研究の収集、整理のための政府間機構のこと。学術的な機関であり、
地球温暖化に関する最新の知見の評価を行っています。 

*3：SSP5-8.5 
気候変動に関する政府間パネル第 6 次評価報告書で、気候変動の予測を行うために、将来の社会経済の発展の傾

向を仮定した共有社会経済経路（SSP）シナリオと放射強制力を組み合わせたシナリオで、SSPx-y と表記され、
SSP5-8.5 は化石燃料依存型の発展の下で気候政策を導入しなかった最大の温室効果ガス排出量シナリオを指し
ます。 

（出典：全国地球温暖化防止活動推進センター（JACCA） 図表集） 
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カーボンニュートラルとは 

温室効果ガスの排出量と吸収量を均衡させる（温室効果ガスの排出を全体と

してゼロにする）ことです。 

（出典：環境省 カーボンニュートラルとは 脱炭素ポータル）  

② 地球温暖化をめぐる社会情勢 

ア 【国際的な情勢】 

 パリ協定  

IPCC の評価報告書を踏まえ、平成 27 年（2015 年）11 月から 12 月にかけてフラン

ス・パリにおいて開催された国連気候変動枠組条約第 21 回締約国会議（ＣＯP21*1）におい

て、2020 年以降の気候変動問題に関する国際的な枠組みである「パリ協定」が採択され、

平成 28 年（2016 年）11 月 4 日に発効されました。 

「パリ協定」では、 

 世界的な平均気温上昇を産業革命以前に比べて 2℃より十分低く保ち、1.5℃に抑える

努力を追求する 

 適応の長期目標の設定及び各国の適応計画プロセスと行動の実施 

などの世界共通の長期目標や行動が掲げられました。 

 

 2050年カーボンニュートラル  

令和 3 年（2021 年）10 月から 11 月にかけて、英国のグラスゴーにおいて開催された

ＣＯP26*2 において、決定文書として、パリ協定の 1.5℃目標の達成に向けて、締約国に 

 今世紀半ばでのカーボンニュートラル（温室効果ガス実質排出ゼロ） 

 その重要な経過点となる令和 12 年（2030 年）に向けて野心的な対策 

を求め、この 10 年における行動を加速させる必要があることが強調されました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

*1：COP２１ 
COP21 は国連気候変動枠組条約の第 21 回目の締約国会議（Conference of the Parties）で、2015 年に

フランスのパリで開催され、気候変動問題の国際的な枠組みのパリ協定（世界共通の「2℃目標（努力目標 1.5℃
以内）」）が採択されました。 

*2：COP２6 
COP26 は国連気候変動枠組条約の第 26 回目の締約国会議（Conference of the Parties）で、2021 年に

イギリスのグラスゴーで開催され、パリ協定の 1.5℃努力目標達成に向け、石炭火力発電の逓減などを含む努力を
加速することなどが決定文書に盛り込まれました。 
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イ 【国の動向】 

国際社会の動向を踏まえ、国は令和 2 年（2020 年）10 月に、2050 年までに温室効果

ガスの排出を全体としてゼロにする（2050 年カーボンニュートラル（脱炭素社会*1）の実現

を目指す。）ことを宣言しました。 

この実現に向け、令和 3 年（2021 年）4 月に「地球温暖化対策推進法」を改正し、2050

年カーボンニュートラルを基本理念に掲げました。また、同年 6 月に国・地方脱炭素実現会

議において 2050 年カーボンニュートラルの実現に向けた「地域脱炭素ロードマップ」を決

定しました。 

同年 10 月には、「令和１２年度（2030 年度）の温室効果ガスの削減目標を平成 25 年度

（2013 年度）比 46％削減する」目標を掲げた「地球温暖化対策計画」を閣議決定し、令和

12 年（2030 年）、そして令和 32 年（2050 年）に向けた挑戦を絶え間なく続けていくこ

とにしました。 

 
 

国の地球温暖化対策計画における 2030年度温室効果ガス排出削減量の目標 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
（出典：環境省 地球温暖化対策計画 令和 3 年（2021 年）） 

*1：脱炭素社会 
地球温暖化の原因となる二酸化炭素の排出量を実質ゼロに抑える社会のこと。石油・石炭・天然ガスなどの化石

燃料への依存を減らし、温室効果ガス排出のない再生可能エネルギーの活用が進んだ社会。 
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ウ 【県の動向】 

 埼玉県地球温暖化対策実行計画  

県では、地球温暖化対策の推進に向けて、平成 21 年（2009 年）に「ストップ温暖化・

埼玉ナビゲーション 2050（地球温暖化対策実行計画（区域施策編））」を策定、平成 27 年

（2015 年）に改定を行うとともに、平成 28 年（2016 年）に「地球温暖化への適応に向

けて～取組の方向性～」を策定し、地球温暖化対策に積極的に取り組んできました。 

令和 5 年（2023 年）3 月に目指すべき将来像として「カーボンニュートラルが実現し、

気候変動に適応した持続可能な埼玉」を掲げた「埼玉県地球温暖化対策実行計画（第 2 期）

（改正版）」を策定し、気候変動の「緩和策」と「適応策」を定めました。この計画では、「令

和 12 年度（2030 年度）における埼玉県の温室効果ガス排出量を平成 25 年度（2013 年

度）比 46％削減する」ことを定め、その実現に向けた次の緩和策（温室効果ガス排出削減対

策）を示し、取組を進めています。 

 

❍ 産業・業務、家庭、運輸、廃棄物等の部門・分野ごとの温室効果ガス排出削減対策 

❍ 吸収源施策：適正な森林の整備・保全の推進や身近な緑の創出 

❍ 部門横断施策：「埼玉版スーパー・シティプロジェクト」の推進による持続可能なまちづくり 

❍ エネルギー施策：再生可能エネルギーの地産地消の推進、エネルギーの効率的な利用の促進 

 

 

 埼玉版スーパー・シティプロジェクト  

また県では、「埼玉版スーパー・シティプロジェクト」において、市町村の持続可能なまち

づくりを進めています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

コンパクト 
魅力的な拠点づくり 

都市機能の集積、移動の短縮、 

歩いて暮らせるまち など 

エネルギー利用の効率化 

スマート 
先進的な共助 

情報技術・新たな技術の活用 など 

再生可能エネルギーの供給 

移動の脱炭素化等 

レジリエント 
持続可能な地域の形成 

安心して暮らし続けられる社会 

自立分散型エネルギー 

システム等 

脱炭素化 

の進展 

埼玉版スーパー・シティプロジェクトと脱炭素化のイメージ 
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エ 本市の今までの取組と今後の方針 

本市では、深刻化する地球環境問題に対応し、地域から地球環境問題の解決に向けて取り

組んでいくため、平成 8 年（1996 年）に「桶川市環境自治体宣言」及び「桶川市ゴミ 10

ヵ条宣言」を行い、平成 12 年（2000 年）に「桶川市環境基本計画」を策定しました。 

平成 14 年（2002 年）に「桶川市環境にやさしい庁内率先実行計画」を策定し、市の公

共施設の温室効果ガス排出量の削減に向けた計画的な取組を開始しました。 

平成 21 年度（2009 年度）には、「桶川市住宅用新・省エネルギー機器設置費補助金」制

度を創設し、個人が対象機器の導入するための支援を開始しました。 

平成 26 年（2014 年）に、市の公共施設を活用した全国でも珍しい水上式メガソーラー

である「ソーラーオンザウォーター桶川*1」を設置し、稼働しています。 

令和 3 年（2021 年）に、脱炭素社会の実現に向けて 2050 年までに二酸化炭素の排出

量を実質ゼロにするゼロカーボンシティとして主体的に取り組んでいくことを宣言しました。 

また、社会環境の変化に適応した持続可能なまちを目指すため、埼玉県のスーパー・シティ

プロジェクトへのエントリーを経て、令和 6 年（2024 年）に「桶川版スーパーシティ：コ

ンパクト・プラス・ネットワーク地域まちづくり計画」を策定しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
ソーラーオンザウォーター桶川 桶川市ゼロカーボンシティ宣言 

*1：ソーラーオンザウォーター桶川 

桶川市東部工業団地後谷調整池に設置している日本初の水上式メガソーラーのこと。400 世帯一年分の電力発

電をし、杉 62,000 本分に相当するＣＯ₂削減効果がある。 
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オ 区域の特徴 

 地勢及び交通  

本市は、埼玉県のほぼ中央に位置し、東は、蓮田市と久喜市、西は川島町、南は上尾市と伊

奈町、北は北本市と鴻巣市に隣接しています。江戸時代には中山道の桶川宿として栄え、ま

ちの骨格を形成してきました。市域は、東西約 8ｋｍ、南北約 4ｋｍの東西に長い形をして

おり、中央部には南北に JR 高崎線や国道 17 号線、中山道が縦断、また、東西には県道川越

栗橋線が横断するなど交通の利便性も良く、

昭和 40 年代から桶川駅を中心に住宅地開発

が進み、人口が増加してきました。 

近年、首都圏中央連絡自動車道（圏央道）の

開通や上尾道路の桶川北本インターチェンジ

までの延伸、高崎線への上野東京ライン、湘

南新宿ラインの乗り入れなど、交通の利便性

が向上しています。市の中心部と東西を結ぶ

公共交通はバスで、今後の人口減少や高齢化

が進む社会に向けて、利便性の確保が課題と

なっています。 

 

 気候・自然環境  

平成 25 年（2013 年）から令和 4 年（2022 年）までの 10 年間の平均では、最高気温

は 37.7℃、最低気温は－4.7℃、平均気温は 15.7℃、降水量は 1,025ｍｍとなっています。 

市域の大半は大宮台地上に位置し、平坦な地形からなっています。西側には荒川の河川敷

や低地、東側は元荒川の低地があり、荒川の東部地域は、起伏に富み谷津が多く残り江川な

どの河川が流下し、農地や樹林地が多く残る自然豊かな地域となっています。 

 

 人口  

市の人口は、昭和 40 年代

から増加しましたが、平成 22

年（2010 年）以降は横ばい

状況に、令和 2 年（2020 年）

以降は減少傾向となっていま

す。 

市の将来人口は、「桶川市第

六次総合計画」人口ビジョン

では、令和 14 年（2032 年）

において約 71,400 人を維持

することを目指しています。 

  

（出典：国土地理院 地形図） 

（出典：桶川市 統計書、市民課 住民基本台帳人口、各年 4 月１日現在） 

（人） （世帯） 

（年） 



47 

２ 計画の基本的事項 

（１）基準年度 

国の地球温暖化対策計画及び埼玉県地球温暖化対策実行計画を踏まえ、温室効果ガス排出

量の推計・分析及び削減目標の設定において基準とする年度を平成 25 年度（2013 年度）

とします。 

 

（２）目標年度 

国の地球温暖化対策計画及び埼玉県地球温暖化対策実行計画を踏まえ、２０５０年カーボ

ンニュートラルを目指すための中間目標年である令和 12 年度（2030 年度）を目標年度と

します。 

 

（３）計画期間 

国の地球温暖化対策計画及び埼玉県地球温暖化対策実行計画を踏まえ、令和７年度（２０

２５年度）から２０５０年カーボンニュートラルを目指すための中間目標年である、令和 12

年度（2030 年度）までの６年間を計画期間とします。 

 

 

平成 25 
年度
（2013
年度） 

… 

令和 6 
年度
（2024
年度） 

令和 7 
年度
（2025
年度） 

… 

令和 12 
年度
（2030
年度） 

令和 13 
年度
（2031
年度） 

… 

令和 32
年度 
（2050
年度） 

基準 
年度 

 
計画 
策定 
年度 

  
目標 
年度 

   

 

 

 

次期以降の計画  計画期間 
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（４）対象とする温室効果ガス 

地球温暖化対策推進法第 2 条第 3 項では、以下の 7 つの温室効果ガスが規定されていま

すが、本市域から排出される温室効果ガス排出量の約９９．５％は、産業部門、業務その他部

門、家庭部門、運輸部門での燃料・電気の消費に伴う二酸化炭素です。 

このため、温室効果ガス排出量の大部分を占める二酸化炭素を対象として、排出量の削減

を図っていきます。 

 

地球温暖化対策推進法第 2条第 3項で規定される温室効果ガス等 

温室効果ガス 主な排出活動 
本市における 
排出量の割合 

二酸化炭素（ＣＯ2） 
化石燃料の燃焼、電気の使用等エネルギ
ー消費、廃棄物の焼却など 

９9.5％ 

 
 

本計画で 
対象とする 

温室効果ガス 

メタン（CH4） 廃棄物の埋立て、水田や家畜飼育など 

0.5％ 

 

一酸化二窒素（N2O） 
燃料の燃焼､自動車の走行､廃棄物の焼却､
農業活動など 

代
替
フ
ロ
ン
等
４
ガ
ス 

ハイドロフルオロカー
ボン類（HFCs） 

スプレー、冷蔵庫・エアコンの冷媒や半
導体洗浄など 

パーフルオロカーボン
類（PFCs） 

主に半導体洗浄に使用 

六ふっ化硫黄
（SF6） 

主に電気絶縁ガスに使用 

三ふっ化窒素
（NF3） 

半導体製造分野でのドライエッチング剤
に使用 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

地球温暖化対策の推進に関する法律（抜粋） 
（定義） 
第二条 この法律において「地球温暖化」とは、人の活動に伴って発生する温室効果ガスが大気中の温
室効果ガスの濃度を増加させることにより、地球全体として、地表、大気及び海水の温度が追加的に
上昇する現象をいう。 

２ この法律において「地球温暖化対策」とは、温室効果ガスの排出の量の削減並びに吸収作用の保全
及び強化（以下「温室効果ガスの排出の量の削減等」という。）その他の国際的に協力して地球温暖化
の防止を図るための施策をいう。 

３ この法律において「温室効果ガス」とは、次に掲げる物質をいう。 
一 二酸化炭素 
二 メタン 
三 一酸化二窒素 
四 ハイドロフルオロカーボンのうち政令で定めるもの 
五 パーフルオロカーボンのうち政令で定めるもの 
六 六ふっ化硫黄 
七 三ふっ化窒素 

４ この法律において「温室効果ガスの排出」とは、人の活動に伴って発生する温室効果ガスを大気中
に排出し、放出し若しくは漏出させ、又は他人から供給された電気若しくは熱（燃料又は電気を熱源
とするものに限る。）を使用することをいう。 
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３ 市域における温室効果ガス排出量の推計・要因分析 

（１）温室効果ガス排出量の現状推計 

① 市域の温室効果ガス排出量 

本市の温室効果ガス排出量は環境省の地方公共団体実行計画（区域施策編）策定・実施マニ

ュアルに基づき、埼玉県の算出方法に合わせて算出しています。 

算定にあたっては、埼玉県が公表している最新の県内市町村温室効果ガス排出量算定結果

をもとにしていることから、現況年度は令和 3 年度（2021 年度）とします。 

この算出結果をもとに、桶川市地球温暖化対策実行計画では、計画が対象とするエネルギ

ー起源及び廃棄物分野からの温室効果ガス排出状況を把握し、削減目標及び温室効果ガス排

出削減対策の検討を行っています。また、温室効果ガス排出量の単位は「千ｔ-ＣＯ２」とし、

二酸化炭素に換算した排出量を表しています。 

本市域における令和 3 年度（2021 年度）の温室効果ガス排出量は、294.2 千ｔ-ＣＯ2

です。その内、エネルギー起源による二酸化炭素排出量は、289.1 千ｔ-ＣＯ2 であり、排出

量全体の 98.3％と大半を占めています。残りは、廃棄物分野の排出量 5.1 千ｔ-ＣＯ2 で、

排出量全体の 1.7％の割合となっています。 

また、市域からの温室効果ガス排出量の推移は、国の計画基準年度である平成 25 年度

（2013 年度）の 393.5 千ｔ-ＣＯ2 をピークに減少してきており、令和 3 年度（2021 年

度）の排出量は基準年度比約 25％の減少となっています。しかし、排出量は令和元年度

（2019 年度）以降、緩やかな減少傾向にあるものの、ほぼ横ばい状況で推移しています。 
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② 部門・分野別温室効果ガス排出量 

温室効果ガス排出量については、地方公共団体実行計画(区域施策編)策定・実施マニュアル

によると、原則、市域における排出量を部門・分野別に把握することとされています。 

本市における部門・分野は、次のとおりとします。 

産業部門 製造業、建設業・鉱業、農林水産業における燃料・電力の使用 

業務その他部門 事務所、ビル、商業、公共施設等における燃料・電力の使用 

家庭部門 家庭における燃料、電力の使用 

運輸部門 
家庭における自動車の利用、自動車貨物輸送、鉄道輸送のおける燃料、電力
の使用 

廃棄物分野 廃棄物の焼却等 

 

本市における令和 3 年度（2021 年度）の部門・分野別の温室効果ガス排出割合は、産業

部門 20％、業務その他部門 24％、家庭部門 27％、運輸部門 27％、廃棄物分野 2％とな

っています。家庭部門と運輸部門が高く、両部門で全体の５４％を占めています。 

また、各部門・分野別の排出量も、年による増減は見られるものの、全体として減少傾向と

なっています。 

基準年度である令和３年度（２０２１年度）の各部門・分野別の温室効果ガス排出量を基準

年度の平成 25 年度（2013 年度）の排出量と比較した場合、産業部門 40％、業務その他

部門 16％、家庭部門 27％、運輸部門 17％、廃棄物分野 13％の減少となっています。特

に産業分野での減少率が特に高く、次いで家庭部門となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
(注) 各部門・分野の排出量数値は、表記上小数点第２位以下を四捨五入しているため、合計値と必ずしも一致しません。 



51 

ア 産業部門 

産業部門の温室効果ガス排出量について、令和 3 年度（2021 年度）の排出量は基準年度

の平成 25 年度（2013 年度）比で 40％近くの減少となっています。 

産業部門の排出量は、その 90％近くを製造業の排出量が占めています。製造業の温室効果

ガス排出量の傾向としては、減少傾向であり、基準年度の平成 25 年度（2013 年度）比で

約 43％の減少となっております。 

本市の製造業における事業所数は減少傾向にあります。また、製造品出荷額については、平

成 30 年（2018 年）をピークに減少しています。事業所数及び製造品出荷額当たりの排出

量が減少し、電力及び燃料等の使用による温室効果ガス排出量が減少傾向にあります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 業務その他部門 

業務その他部門の温室効果ガス排出量について、令和 3 年度（2021 年度）の排出量は基

準年度の平成 25 年度（2013 年度）比で 16％近くの減少となっています。 

電力及び燃料使用に伴う温室効果ガス排出量はやや減少傾向にありましたが、令和２年度

（2020 年度）以降、横ばいからやや増加傾向が見られます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（出典：埼玉県 県内市町村温室効

果ガス排出量算定結果 2021

年度） 

（出典：埼玉県 県内市町村温室効

果ガス排出量算定結果 2021

年度） 
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ウ 家庭部門 

家庭部門の温室効果ガス排出量について、令和３年度（2021 年度）の排出量は基準年度

の平成２５年度（2013 年度）比で 27％の減少となっています。 

令和２年度（2020 年度）排出量は、新型コロナウィルス感染症蔓延による自宅待機やリ

モートワーク等により、家庭におけるエネルギー消費が増えたため、排出量の増加が見られ

ました。 

家庭部門の排出量の構成については、約７割が電力使用によるものであり、排出量の減少

は、節電対策や省エネルギー型機器等の普及によるものと考えられます。３割は燃料使用に

よるものです。今後、電力使用量、燃料使用量の双方のエネルギー消費を削減していくこと

が求められます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

エ 運輸部門 

運輸部門の温室効果ガス排出量について、自動車の燃費向上等により、令和３年度（2021

年度）の排出量は基準年度の平成２５年度（2013 年度）比で 17％の減少となっています。 

運輸部門の排出量のうち旅客自動車と貨物自動車を合わせた自動車の排出量が約９５％と

大半を占めています。また、自動車のうち旅客自動車の排出量が７割弱、貨物自動車が３割

強となっており、基準年度の平成２５年度（2013 年度）比で、旅客自動車の排出量は 22％

減少、貨物自動車の温室効果ガス排出量は 4％減少となっています。 

今後、電動車等の普及による排出量の削減が課題となっています。 

 

 

 

 

 

  

（出典：埼玉県 県内市町村温室効

果ガス排出量算定結果 2021

年度） 

（出典：埼玉県 県内市町村温室効

果ガス排出量算定結果 2021

年度） 
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オ 廃棄物分野（一般廃棄物） 

一般廃棄物の焼却等の温室効果ガス排出量について、令和３年度（2021 年度）の排出量

は、ごみの減量化・資源化の進展により、基準年度の平成２５年度（2013 年度）比で１３％

の減少となっています。 

今後も、プラスチック資源循環やごみの分別徹底、4R の普及などにより、一層のごみの減

量化・資源化を図っていく必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（出典：埼玉県 県内市町村温室効

果ガス排出量算定結果 2021

年度） 
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（２）温室効果ガス排出量の将来推計 

市域からの温室効果ガス排出量の将来推計については、現状趨勢 BAU ケースにより算定

します。現状趨勢 BAU ケースとは、今後追加的な対策を見込まないまま推移した場合の将

来の温室効果ガス排出量を指します。 

現状趨勢 BAU ケースで目標年度の令和 12 年度（2030 年度）の温室効果ガス排出量を

推計したものが以下の表に示す BAU 排出量になります。 

本市の第六次総合計画における将来人口推計（シナリオ 3）によると、令和 12 年（2030

年）の将来人口は 72,084 人と見込まれています。また、一方で、埼玉県地球温暖化対策実

行計画では、労働生産性の向上により、令和 12 年度（2030 年度）の時点で、経済成長は

年率 0.7％を維持する見通しとなっています。 

こうした情勢を踏まえ、目標年度の令和 12 年度（2030 年度）における BAU 排出量は、

296.6 千 t-ＣＯ2 と推計されます。また、基準年度である平成２５年度（2013 年度）比で、

２５％の減少となっています。 

  

 

              桶川市における温室効果ガス排出量の将来推計        （単位：千ｔ-ＣＯ２） 

 

 

 

部門・分野 

基準年度 
平成 25年度 
（2013 年度） 

排出量① 

現状年度 

令和 3年度 

（2021 年度） 

排出量② 

目標年度 

令和 12年度 

（2030 年度） 

BAU排出量③ 

 

増減率 

（③－①）÷① 

産業部門 97.2  58.6 62.3 ▲35.9％ 

業務その他部門 82.6  69.2 73.7 ▲10.8％ 

家庭部門 110.２  80.3 77.5 ▲29.7％ 

運輸部門 97.6  81.0 78.1 ▲19.9％ 

廃棄物分野 5.9  5.1  5.0 ▲16.0％ 

合 計 393.5  294.2 296.6 ▲25％ 

 

 

 

 

  

*1：BAU排出量 

BAU 排出量とは、地球温暖化対策実行計画においては、現在までの取組に加え、今後、追加的な削減対策を見

込まないままで推移した場合（現状すう勢ケース）における温室効果ガス排出量のことをいう。 

 



55 

４ 計画全体の目標 

（１）温室効果ガス排出量削減目標 

令和 12 年度（2030 年度）における温室効果ガスの将来推計は、296.6 千ｔ-CO2 であ

り、基準年度より 25%の減少となります。 

国は令和３２年度（2050 年度）カーボンニュートラルを実現するための中間目標として、

令和 12 年度（2030 年度）までに４６％の削減目標を掲げていることから、本市において

も、更に削減を目指すため、令和 12 年度の温室効果ガス排出量を 212.4 千ｔ-CO2 とし、

平成 25 年度（2013 年度）比４６％の削減を目標とします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和 12 年度（2030 年度）の目標削減率４６％を実現するためには、BAU 排出量(296.6

千ｔ-ＣＯ2)から 84.2 千ｔ-ＣＯ2 の削減（▲28%）が必要となります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

温室効果ガス排出量削減目標 

●目標年度の令和 12年度（2030年度）における温室効果ガス排出量について、 

平成 25年度（2013年度）比 46％の削減を目指します。 

単位：千ｔ-CO
2
 

2013年度比 
46％削減 
▲18１.１ 

BAU排出量比 
２8％削減 
▲8４.2 

温室効果ガス排出量削減目標 

212.4 
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（２）温室効果ガス排出量の部門・分野別削減量 

本市の目標年度における温室効果ガス排出量削減率 46％を目指し、部門・分野別の削減量

を次のとおりとします。 

 

           桶川市における温室効果ガス排出量削減見込み        （単位：千ｔ－ＣＯ２） 

部門・分野 

①基準年度 
平成 25年度 
（2013 年度） 
排出量 

目標年度 
令和 12年度（2030年度） ④対策後の 

削減量 
(③－①) 

削減率 
(④÷①) ②ＢＡＵ 

  排出量 
③目  標 
排出量 

産業部門 97.2  62.3  44.6  ▲52.6 ▲54.1.％ 

業務その他部門 82.6  73.7  52.8  ▲29.8 ▲36.1％ 

家庭部門 110.2  77.５  55.5  ▲54.7 ▲49.6％ 

運輸部門 97.6  78.1  55.9  ▲41.7 ▲42.7.％ 

廃棄物分野 5.9  5.0  3.6  ▲2.3 ▲39.0％ 

合 計 393.5 296.6  212.4  ▲181.1 ▲46％ 
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５ 温室効果ガス排出削減に関する施策(気候変動緩和策の推進) 

（１）施策の分類と関連性 

地球温暖化対策の推進に当たっては、市民、事業者、市の役割を踏まえて各主体が主体的に

取組や対策を進めていくことが重要です。また、部門・分野別の対策・施策の推進、関連計画

との相乗効果や効率的な施策の展開を図っていく必要があります。主体別施策及び部門・分

野別施策の分類と桶川市地球温暖化対策実行計画における主な施策との相互の関連を以下の

とおり示しています。 

  
主体別施策  部門別施策  計画の施策 

     

市民 
   気候変動緩和策の推進 

    

住宅の脱炭素化の推進 
   

1 
再生可能エネルギー 
の創出 

 

家庭部門 

 

❍太陽光発電の導入   

❍省エネ型家電・設備の設定   

❍ZEH 等住宅の脱炭素化   

移動の脱炭素化の推進 
   

   

❍徒歩や自転車､公共交通等の活用    

❍電気自動車の活用   

２ 
省エネルギー対策 
の推進 

脱炭素のライフスタイルへの転換 
   

   

❍ごみの発生抑制・資源化  

産業・業務その他部門 

 

❍環境にやさしい製品・サービス等の活

用 

  

   

❍環境学習・緑化活動への参加    

    

事業者 
  

３ 
環境にやさしいまち
づくりの推進 

  

事業所の脱炭素化 
  

   

❍ZEB 等ビル・事業所の脱炭素化    

❍省エネ機器活用・エコオフィス化  

運輸部門 

  

❍再生可能エネルギーの活用    

物流・移動の脱炭素化 
   

  

４ 
ごみの減量化・資源化 

❍通勤時等での公共交通機関活用   

❍エコドライブ  
 

❍EV 等電動車活用･インフラ整備  

❍輸配送等物流の効率化   

サーキュラーエコノミーの普及 
    
    

❍４R の普及・ごみの減量化の普及  

廃棄物分野 

  

   

５ 
脱炭素型ライフスタ
イルへの転換促進 

 
  

  

❍再生可能エネルギー・ 
省エネルギーの推進 

  

  

❍ごみの減量化・資源化 
 

  

❍コンパクトなまちづくり    
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（２）施策の体系 

桶川市地球温暖化対策実行計画では、次の施策の体系に基づき、基本目標に向かって温室

効果ガス排出量削減対策を推進していきます。 

 

桶川市地球温暖化対策実行計画 施策の体系 

基本 
目標 

施策の展開 

脱
炭
素
・
気
候
変
動
適
応
型
社
会
の
構
築 

１ 再生可能エネルギーの創出 

  （1） 太陽光発電システムの導入 

  （2） 自家消費型の太陽光発電の推進 

２ 省エネルギー対策の推進 

  （1） 省エネ家電・設備の普及促進 

  （2） 省エネ性能の高い住宅等の普及促進 

  （3） 移動の脱炭素化の推進 

  （4） 事業活動における省エネの普及促進 

３ 環境にやさしいまちづくりの推進 

  （1） 歩いて暮らせるまちづくりの推進 

  （2） ヒートアイランドを緩和するまちづくりの推進 

４ ごみの減量化・資源化 

  （1） ごみの発生抑制・減量化の推進 

  （2） 再使用・資源化の推進 

  （3） 広域ごみ処理施設の整備 

５ 脱炭素型ライフスタイルへの転換促進 

  （1） 環境配慮行動の推進 
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（３）施策の展開 

脱炭素・気候変動適応型社会の構築を目指し、５つの基本施策により施策を展開します。 

１ 再生可能エネルギーの創出 
 

(1) 太陽光発電システムの導入 

  公共施設や住宅、事業所などで、太陽光発電システムの導入を推進します。 

  再生可能エネルギーに関する情報を発信し、太陽光発電システムの普及啓発に努めま

す。 
 

(2) 自家消費型の太陽光発電の推進 

  公共施設や住宅、事業所などで、自家消費型の太陽光発電を推進します。 

  太陽光発電の自家消費を促進するため、蓄電池の導入を推進します。 

 

 

２ 省エネルギー対策の推進 
 

(1) 省エネ家電・設備の普及促進 

  冷蔵庫、エアコン、LED 照明、高効率給湯器など、省エネ性能の高い家電・設備の普

及促進に努めます。 
 

(2) 省エネ性能の高い住宅等の普及促進 

  高効率設備などによって使うエネルギーを減らしながら太陽光発電などでエネルギー

を創り出し、年間で消費する住宅等の正味エネルギーがゼロとなるZEH
ゼ ッ チ

（ネット・ゼ

ロ・エネルギー・ハウス）やZEB
ゼ ブ

（ネット・ゼロ・エネルギー・ビル）の普及促進に

努めます。 

  建築物の室内環境とエネルギー性能の最適化を図るBEMS
ベ ム ス

（ビル・エネルギー管理シス

テム）の普及促進に努めます。 
 

(３) 移動の脱炭素化の推進 

  ＣＯ2 を排出しない電気自動車などの普及促進に努めます。 

  公共交通機関や自転車の利用を促進し、自動車利用からの転換を図ります。 

  自転車が安全に走ることができる自転車通行空間や駐輪場の利用状況に合わせた整備

など、自転車が利用しやすい環境の充実を図ります。 

  市内循環バス「べにばなＧＯ」の利用を促進し、持続可能な公共交通の維持充実を図り

ます。 
 

(４) 事業活動における省エネの普及促進 

  県と連携し事業者における省エネルギー対策の普及に努めます。 
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３ 環境にやさしいまちづくりの推進 
 

(1) 歩いて暮らせるまちづくりの推進 

  公共交通ネットワークや歩行者、自転車空間の充実など、歩いて暮らせるまちづくりを

進めます。 
 

(2) ヒートアイランドを緩和するまちづくりの推進 

  ＣＯ2 の吸収や気温調節など環境保全機能を有する樹林地や市民緑地などの身近な緑の

保全に努めます。 

  ＣＯ2 の吸収や気温調節など環境保全機能を有する水辺の緑の保全に努めます。 

  建築物の屋上緑化や壁面緑化の普及に努めます。 

 

 

４ ごみの減量化・資源化 
 

(1) ごみの発生抑制・減量化の推進 

  市民・事業者との協力を図り、ごみの発生抑制・減量化を推進します。 

  市民・事業者との協力を図り、ごみの分別を推進します。 
 

(2) 再使用・資源化の推進 

  市民・事業者との協力を図り、再使用・資源化を推進します。 
 

(３) 広域ごみ処理施設の整備 

  川島町と１市１町によるごみ処理の広域化を推進します。 

  循環型のまちづくりに寄与でき、環境負荷の低減が可能となる施設を目指します。 

 
 
 

５ 脱炭素型ライフスタイルへの転換促進 

(1)  環境配慮行動の推進 

  脱炭素につながる新しい豊かな暮らしを創る国民運動「デコ活」を推進します。 

  時差通勤やノーマイカー通勤などの普及啓発に努めます。 

  学校における環境教育や埼玉県エコライフＤＡＹ＆ＷＥＥＫへの参加の促進などを通

じて、小・中学生を対象に環境意識や環境配慮行動の啓発を進めます。 

  生涯学習活動における環境学習を充実し、地球環境や脱炭素社会への理解促進を図りま

す。 

  日常生活や事業活動と地球温暖化との関わりについて、学び、考え、環境負荷の低減に

向けた対策や行動の普及啓発を進めます。 
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■ 温室効果ガス削減に向けた市民・事業者の取組の方向 

（１）市民の取組 

 自家消費型の太陽光発電の導入を検討してみましょう。 

 冷蔵庫やＬＥＤ照明、高効率給湯器など省エネ性能の高い家電・設備を検討してみましょ

う。 

 住宅の購入を検討の際には、消費する正味のエネルギーがゼロとなる ZEH を検討してみ

ましょう。 

 車の購入を検討する際には、CO2 を排出しない電気自動車を検討してみましょう。 

 住宅の屋上緑化や壁面緑化を検討してみましょう。 

 ごみ減量化や資源化などを推進しましょう。 

 脱炭素につながる新しい豊かな暮らしを創る「デコ活」をしてみましょう。 

 日常生活と地球温暖化との関わりについて考えてみましょう。 

 

 （２）事業者の取組 

 事業所などで自家消費型の太陽光発電の導入を検討してみましょう。 

 省エネ性能の高い設備などを検討してみましょう。 

 年間で消費する建築物の正味エネルギーがゼロとなる ZEB を検討してみましょう。 

 車の購入を検討する際には、CO2 を排出しない電気自動車を検討してみましょう。 

 環境負荷の少ない脱炭素型の製品・商品の製造・販売や技術開発、脱炭素型サービスの提

供に努めましょう。 

 ごみ減量化や資源化などを推進しましょう。 

 時差通勤やリモートワークなどを検討してみましょう。 

 事業活動と地球温暖化との関わりについて考えてみましょう。 

 

 

 

  

「デコ活」とは、 二酸化炭素(CO2)を減らす(DE)脱

炭素(Decarbonization)と、環境に良いエコ(Eco)を含

む"デコ"と活動・生活を意味する"活"を組み合わせた新

しい言葉です。 

国では、地球温暖化対策の計画と一体となって、脱炭素社会に向けた COOL CHOICE（賢い選択）

等の国民運動を展開してきています。2050 年カーボンニュートラル及び 2030 年度温室効果ガス排出

削減目標の実現が急務となっており、その実現に向けて、国民・消費者の行動変容、ライフスタイル変革

を強力に後押しするため、令和 4 年（2022 年）10 月に「脱炭素につながる新しい豊かな暮らしを創る

国民運動」及び官民連携会議を立ち上げ、一層の取組の展開を図っていくことにしました。 

この運動をシンプルで親しみやすく、愛着を持って、強力に進めていけるよう、令和 5 年（2023 年）

7 月にこの運動の愛称が「デコ活」と決まり、新しい国民運動として展開しています。 
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■ 市民の取組「デコ活」 

 

脱炭素につながる新しい豊かな暮らしに向けて 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

住 ●高効率の給湯器、節水できる機器を選ぶ 

移 ●環境にやさしい次世代自動車を選ぶ 

住 ●太陽光発電など、再生可能エネルギーを取り入れる 

 

 

衣 ●クールビズ・ウォームビズ、サステナブルファッションに取り組む 

住 ●ごみはできるだけ減らし、資源としてきちんと分別・再利用する 

食 ●地元産の旬の食材を積極的に選ぶ 

移 ●できるだけ公共交通・自転車・徒歩で移動する 

買 ●はかり売りを利用するなど、好きなものを必要な分だけ買う 

住 ●宅配便は一度で受け取る 

 （出典：環境省 デコ活 HP 一部抜粋） 

  

ひとりでに CO2が下がる 

みんなで実践 

●断熱リフォーム 

●住まいの ZEH 化 

●LED（ランプ・照明器具） 

●省エネ家電への買い替え 

●HEMS 

内食(自炊)の場合 

●食品ロスを防ぐレシピ 

●食材の鮮度を長持ちさせる保管 

●フードドライブ 

中食・外食の場合 

●食べきれなかった料理の持ち帰り 

●フードシェアリングサービス 

●テレワーク 

デコ活アクション まずはここから！ 

住 

住 

食 

職 
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６ 計画の推進・進行管理 

（１）計画の推進 

桶川市ゼロカーボンシティの実現にあたっては、行政の対策だけでは困難であるほか、市

民・事業者の積極的な脱炭素社会に向けた行動や取組の実践をはじめ、幅広い分野や地域の

人々との協力が必要になっています。 

このため、市の関連部局との連携のもと、「桶川市環境基本計画」と一体となった取組の推

進に努めます。また、気候変動の緩和と適応に関する情報の提供や市民・事業者の取組の普

及促進、関係機関や近隣市町等との連携強化に努め、総合的・計画的な推進を図っていきま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）計画の進行管理 

桶川市地球温暖化対策実行計画は、

PDCA サイクル*1 により、計画の進捗

状況を把握し、点検評価を行い、必要に

応じて施策や事業の見直しを図り、取

組の実効性を高めていきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

Ｐlａｎ（計画） 

Ｄｏ（実行） 

Ｃｈｅｃｋ（評価） 

Ａｃｔｉｏｎ（改善） 

進捗状況 
の報告 

Ｐ 

Ｄ 

Ｃ 

Ａ 

*1：PDCAサイクル 

Plan（計画）、Do（実行）、Check（測定・評価）、Action（対策・改善）の頭文字を取ったもので、計画・検

証型プロセスをいう。PDCA のサイクルを継続的に行うことで、目標達成や業務改善を図ります。 

国
・県
・関
係
機
関
・団
体 

県
内
市
町
村
・地
方
自
治
体 

桶川市地球温暖化対策実行計画の推進 

桶川市環境にやさしい率先実行計画の推進 

省エネルギー・再生可能エネルギー活用に係る取組・行動の実践 

温室効果ガス排出量削減対策の推進・分野横断的取組の推進 

桶川市（関係各課） 

環境保全活動 

産業・業務部
門での CO2

排出抑制 

家庭部門での 
CO2排出 
抑制 

運輸部門での 
CO2排出 
抑制 

一般廃棄物分
野での CO2

排出抑制 
吸収源対策 

市民・事業者 

連携 

情報提供・支援 協力 

連携 
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第６章 桶川市気候変動適応計画 
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第６章 桶川市気候変動適応計画 

１ 計画の概要 

（１）桶川市気候変動適応計画とは 

気候変動適応法第１２条では、市域における自然的状況等に応じた気候変動適応に関する

施策の推進を図るため、市が地域気候変動適応計画を策定することが規定されています。 

この規定に基づく計画として、第６章を桶川市気候変動適応計画とします。 

 

 

 

 

気候変動適応法(抜粋) 

（地域気候変動適応計画） 

第十二条 都道府県及び市町村は、その区域における自然的経済的社会的状況に応じた気

候変動適応に関する施策の推進を図るため、単独で又は共同して、気候変動適応計画を

勘案し、地域気候変動適応計画（その区域における自然的経済的社会的状況に応じた気

候変動適応に関する計画をいう。）を策定するよう努めるものとする。 
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（２）計画の位置づけ 

桶川市気候変動適応計画は、環境行政のマスタープランである桶川市環境基本計画に包含

される個別計画として位置づけます。 

 また、気候変動の緩和策と適応策は、気候変動の影響のリスクを低減するための相互補完

的な施策であることから、緩和策である桶川市地球温暖化対策実行計画と適応策である桶川

市気候変動適応計画を並列に位置づけ、両輪として施策を推進します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

桶川市第六次総合計画 

第５章 

桶川市 

 

実行計画 

緩和策 

桶川市環境にやさしい 

庁内率先実行計画 

気候変動の緩和策と適応策 

 

第６章 

桶川市気候変動 

適応計画 

適応策 

第ニ次桶川市環境基本計画 



69 

 

（３）計画策定の背景 

IPCC*¹第６次評価報告書では、「人為起源の気候変動は、極端現象の頻度と強度の増加を

伴い、自然と人間に対して、広範囲にわたる悪影響と、それに関連した損失と損害を、自然の

気候変動の範囲を超えて引き起こしている。」と指摘されています。また、気候変動による影

響として、自然生態系の構造変化のほか、沿岸域における洪水や暴風雨による損害、暑熱、漁

獲量の減少などが指摘されています。 

日本においては、気温の上昇や大雨の頻度の増加、それに伴う農作物の品質低下や熱中症

リスクの増加など、気候変動によると思われる影響が全国各地で生じており、その影響は本

市にも現れています。 

こうしたことから、本市においても気候変動対策として、温室効果ガス排出を削減し温暖

化を食い止める「緩和策」と、気候変動の影響による被害を回避・軽減する「適応策」の両面

から進め、脱炭素・気候変動適応型社会の構築を目指します。 

 

 

 

（４）計画期間 

桶川市気候変動適応計画は、桶川市地球温暖化対策実行計画との両輪として桶川市環境基

本計画と一体となって進めていくため、令和 7 年度（2025 年度）から令和１２年度（2030

年度）までの 6 年間とし、必要に応じて見直していきます。 

 

令和 6 
年度
（2024 
年度） 

令和 7 
年度
（2025 
年度） 

… 

令和 12 
年度
（2030 
年度） 

令和 13 
年度
（2031 
年度） 

… 

令和 32年
度 

（2050 
年度） 

計画 

策定 

年度 

  
目標 
年度 

   

 

 

 

 

 

  

次期以降の計画  計画期間 

*１：IPCC 
Intergovernmental Panel on Climate Change（気候変動に関する政府間パネル）の略称で、国際的な専門

家でつくる、地球温暖化についての科学的な研究の収集、整理のための政府間機構のこと。 
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２ 桶川市の特徴 

（１）市の地理的特徴 

本市は、埼玉県のほぼ中央に位置しています。東は、蓮田市と久喜市、西は川島町、南は上

尾市と伊奈町、北は北本市と鴻巣市に隣接しています。面積は 25.35ｋ㎡、東西の距離は８

ｋｍ、南北は４ｋｍです。 

市の中央部が大宮台地となっている地形で、東境に元荒川、西境に荒川が流れており、支川

を含むこれらの河川に沿って河川と同程度の低地が広がっています。 

ＪＲ高崎線や国道１７号、県道川越栗橋線をはじめ、市の北部を横断する首都圏中央連絡

自動車道（圏央道）が整備され各自動車等と結ばれたほか、西側の上尾道路が桶川北本イン

ターチェンジまで整備されるなど、交通利便性が飛躍的に向上しました。 

本市は、江戸時代には近隣からの農産物の集散地、中山道の宿場町として栄えました。ま

た、東京から４０ｋｍ圏内に位置することから、昭和４０年代から宅地開発が進み、JR 高崎

線沿いに市街地が形成されてきました。 

なお、令和４年（2022 年）の地目別面積割合は、宅地が 31.5％、その他 28.9%、畑

23.2％、田 5.3%、山林 2.5％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

Ｎ 
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（２）社会的状況 

本市は、東京から 40ｋｍ圏内に位置することから、昭和 40 年代から宅地開発が進み、中

央を縦断する JR 高崎線、旧中山道や国道 17 号線沿いに市街地が形成されてきました。そ

のため、人口は、昭和 40 年代から急増し、その後も増加してきましたが、平成 22 年（2010

年）以降は横ばい状況に、令和 2 年（2020 年）以降は減少傾向となっています。また、世

帯数は一貫して増加傾向で推移していますが、近年は増加率の低下が見られます。 

年代別人口割合は、15～64 歳の生産年齢

が６割弱、65 歳以上の高齢者が約 3 割を占

め、また、高齢者の 75 歳以上の割合が 5 割

以上となっています。 

産業は、卸売業・小売業や運輸業を中心と

した第三次産業が主体で、産業別就業者数割

合では第三次産業が 8 割近く占め、残り 2 割

は食料品製造業をはじめとする製造業と建

設業からなっています。 

 

 

（３）気候の特徴 

本市は、夏に梅雨や台風の影響

により降水量が多く、冬は晴れの

日が多く、温暖な太平洋側気候区

に位置しています。 

平成 25 年（2013 年）から令

和 4 年（2022 年）までの過去

10 年間の平均気温は 15.7℃と

なっています。また、最高気温の

平均は 37.7℃、最低気温の平均

は－4.7℃となっています。 

最高気温はわずかですが、上昇

傾向が見られます。平均気温と最

低気温については、ほぼ横ばいで

推移しています。 

降水量は、年により変動があり

ますが、年降水量の平均は 1,025

ｍｍとなっています。 

 

 

  （出典：桶川市 統計書） 

（出典：桶川市 統計書） 

（出典：桶川市 統計書） 
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３ 気候変動の影響 

本市における気候変動の現状や変動予測については、埼玉県内の気象を計測している熊谷

地方気象台のデータを使用しています。また、埼玉県環境科学国際センターの資料において

は、本市における気温上昇予測が示されています。 

 

（１）気候変動の現状と予測 

① 気候変動の状況（熊谷地方気象台のデータによる） 

 明治 31 年（1898 年）から令和 3 年（2021 年）まで、100 年に換算すると気温は 2.19℃

上昇しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 平成 23 年（2011 年）から令和 2 年（2020 年）までの最近 10 年間の 1 時間降水量

50mm 以上の雨の平均年間発生回数は、統計期間の最初の 10 年間（昭和 54 年（1979

年）から昭和 63 年（1988 年）まで）と比べて約 1.1 倍に増えています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

熊谷地方気象台における年平均気温の変化 

熊谷地方気象台における 1時間降水量 50mm以上の発生回数 
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② 気温上昇予測 

桶川市における気温上昇予測は、埼玉県環境科学国際センターが作成した「埼玉県市町村

気温上昇予測（MIROC）」によると、次のように示されています。 

 桶川市における気温上昇は、最も温室効果ガスの排出が多くなるシナリオ（SSP5-8.5 シ

ナリオ）では、現状気温（1991 年～2010 年平均）14.7℃が、今世紀中頃には 1.9℃

（2041～2060 年平均）昇温し 16.6℃に、また、今世紀末には 4.1℃（2081～2100

年平均）昇温し 18.8℃になると予測されています。 

 パリ協定の 2℃目標が達成された世界の状態に近いシナリオ（SSP1-2.6 シナリオ）では、

今世紀中頃及び今世紀末において 1.4℃昇温し、16.1℃になると予測されています。 

 

 

【参考：埼玉県の気候変動の将来予測（気象庁メッシュ平年値 2020に基づく）】 

（出典：気候変動適応情報プラットホーム（A-PLAT） 気候変動の将来予測 WebGIS により作成） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

、 

  

現在の平均気温 

2090（2080～2100）予測 日平均気温分布 

SSP2-4．5シナリオ 

SSP5-8.5シナリオ 

SSP1-2．6シナリオ 

1991〜2020 年の 30 年
間の観測値について平均し
た 2020 年平年値 

気象庁メッシュ平年値 2020 は，1991〜2020 年の 30 年間

の観測値について平均した 2020 年平年値を元に，地形等の

影響を考慮に入れて，1 km 四方の格子（メッシュ）状に推定した

ものです。 
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（２）分野別の影響評価について 

国及び埼玉県の「適応計画」では、「産業・林業・水産業」「水環境・水資源」「自然生態系」

「自然災害・沿岸域」「健康」「産業・経済活動」「国（県）民生活・都市生活」の７つの分野

について、気候変動により影響が現れる分野や項目を整理し、「重大性」「緊急性」「確信度」

の観点から評価を行っています。 

本市の地域特性を考慮して気候変動への適応を進めていくにあたり、埼玉県の「気候変動

影響評価」を踏まえて、本市への影響が考えられる分野・項目について下記の選定基準によ

り選定しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

■埼玉県の気候変動における影響のうち桶川市への影響が考えられる項目 

分野 

 

大項目 小項目 

影響評価結果 

現在及び短期的な影響 長期的な影響 

重大性 

（A-1） 

緊急性 

（A-2） 
総合評価（B） 

農業 

林業 

水産業 

 
 
 
 

農業 

水稲 〇 〇 〇 

野菜等 ◇ 〇 □ 

果樹 ◇ 〇 △ 

麦、大豆、飼料作物等 ◇ △ △ 

畜産 ◇ □ － 

病害虫・雑草 ◇ － － 

農業生産基盤 〇 〇 〇 

食糧需給 － － △ 

水環境 

水資源 

水環境 河川 ◇ □ □ 

水資源 

水供給（地表水） ◇ △ □ 

水供給（地下水） － － △ 

水需給 ◇ □ □ 

自然生態系 

陸域生態系 
自然林・二次林 ◇ 〇 － 

里地・里山生態系 － － － 

野生鳥獣の影響 ◇ 〇 － 

淡水生態系 河川 ◇ △ △ 

その他 
生物季節 ◇ 〇 □ 

分布・個体群の
変動 

在来種 － － □ 

外来種 － － － 

自然災害 
河川 洪水 〇 〇 〇 

内水 〇 〇 〇 

その他 強風等 〇 △ △ 

  

選定基準①：県の評価結果において、「重大性」が「特に重大な影響が認められる」、「緊

急性」が「高い」、「総合評価」が「大きい」と評価されており、本市にお

いても存在する項目。 

 

選定基準②：本市において、気候変動によると考えられる影響が既に生じている、また

は、本市の地域特性を踏まえて重要と考えられる分野・項目。 
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分野 

 

大項目 小項目 

影響評価結果 

現在及び短期的な影響 長期的な影響 

重大性 

（A-1） 

緊急性 

（A-2） 
総合評価（B） 

健康 

暑熱 死亡リスク 〇 〇 〇 

熱中症等 〇 〇 〇 

感染症 節足動物媒介感染症 ◇ △ 〇 

その他 
脆弱性が高い集団への影響 
（高齢者・小児・基礎疾患有病者等） 

〇 〇 〇 

県民生活 

都市生活 

都市インフラ・ 

ライフライン等 
水道・交通 〇 △ 〇 

文化・歴史等を 

感じる暮らし 

生物季節 ◇ 〇 □ 

伝統行事・地場産業等 ◇ － － 

その他 暑熱による生活への影響 〇 〇 〇 

「埼玉県 埼玉県地球温暖化対策実行計画（第 2 期）改正版 R5 年 3 月」より作成 

【凡例】 

重大性（A-1） 緊急性（A-2） 総合評価委（B） 

〇 特に重大な影響が認められる 〇 高い 〇 大きい 

◇ 影響が認められる △ 中密度 △ 中密度 

－ 現状では評価できない □ 低い □ 小さい 

  － 現状では評価できない － 現状では評価できない 

  

  

（３）気候変動の影響についての将来予測 

本市において将来予測される気候変動の影響について、次のとおり示します。 

■本市における将来予測 

分野 気候変動の影響（将来予測） 

農業分野 
 農業生産への影響の恒常化が懸念 
 気温上昇に伴い、水稲等の収量及び品質の低下や越冬可能な害虫の増加が予測 

水環境・ 
水資源分野 

 渇水リスク及び水質悪化の増加が懸念 
 暑熱による水需要の増加と渇水による水不足が重なった場合は給水の不足が懸念 

自然生態系分野  気候変動による自然生態系（観察できる動植物）の変化が懸念 

自然災害分野 
 今世紀後半に向けて線状降水帯などの強雨は増加していくと予測 
 洪水発生頻度及び土砂災害発生頻度の増加が懸念 

健康分野 
 更なる気温上昇に伴い、熱中症搬送者数や死亡者数等の増加が懸念 
 今後気温の上昇により感染症を媒介する動物との接触が増加することが懸念 

県民生活・ 
都市生活分野 

 洪水による水道施設被害や高濁度化のリスクの増加が予測 
 気温の上昇によるヒートアイランド現象が懸念 
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４ 気候変動適応策の展開 

（１）気候変動適応策の体系 

温暖化による気候変動の影響を避けるため、次の体系に基づいて、桶川市気候変動適応計

画の施策を展開していきます。 

 

■気候変動適応策の体系 

基本
目標 施策の展開 

脱
炭
素
・
気
候
変
動
適
応
型
社
会
の
構
築 

１ 各分野における適応策の推進 

 分野 施策 

①農業 農業への影響の軽減 

②水環境・水資源 水環境・水資源への影響の軽減 

③自然生態系 自然生態系の保全 

④自然災害 自然災害に対する防災・減災対策の推進 

⑤健康 健康被害の防止 

⑥県民生活・都市生活 暑熱による生活への影響の軽減 

2 気候変動の影響把握と理解醸成 

 ①市域における気候変動の影響に関する情報の収集 

②気候変動による生活や事業活動への影響に関する情報の提供 

 

（２）施策の展開 

１ 各分野における適応策の推進 

 

①農業分野 

農業への影響の軽減 

 高温に強い品種や栽培技術の普及啓発など 

農業への影響を軽減するための対策を図り 

ます。 

 

②水環境・水資源分野 

水環境・水資源への影響の軽減 

 洪水や干ばつなど降雨量の変化等による水環 

境・水資源への影響などを軽減するため、渇 

水対策を図ります。 
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③自然生態系分野 

自然生態系の保全 

 本市の生物多様性の保全に向けて、荒川や 

江川、元荒川・赤堀川などの水辺環境や屋 

敷林等の樹林地が形成する良好な自然環境 

の保全と再生など、水と緑のネットワーク 

形成を図ります。 

 市内に生育生息する希少生物の把握に努め、 

その生育生息環境の保全を図ります。 

 アライグマ捕獲情報の収集やクビアカツヤ 

カミキリ被害状況把握など、特定外来生物 

の防除対策を図ります。 

 

④自然災害分野 

自然災害に対する防災・減災対策の推進 

 洪水ハザードマップの活用、災害時マイタイ 

ムライン（わたしの避難計画）づくりの普及 

など、防災に対する市民意識の醸成を図ります。 

 多発化している豪雨災害などへの対応に向け、 

治水機能の向上、浸水軽減など、防災対策を 

推進します。 

 災害に伴う被害の軽減に向け、都市インフラの 

強化・整備を図るとともに、災害廃棄物処理対 

策の推進に努めます。 

 

⑤健康分野 

健康被害の防止 

 暑熱による健康被害（熱中症など）リスクが 

高まっています。夏季の環境省熱中症予防情 

報サイト（暑さ指数）の活用など、暑熱による 

健康被害防止対策の普及啓発を図ります。 

 熱中症特別警戒アラートが発令された際には、 

市が指定するクーリングシェルター*1 を開放 

するなど、市民に対してクールシェア等の情 

報提供等を行います。 

 長期的には、蚊やダニ等の感染症媒介生物との 

接触の増加による感染症の増加が懸念されてい 

ることから、その予防に向けた取組の普及啓発を図ります。 

  *1：クーリングシェルター（指定暑熱避難施設） 
熱中症特別警戒アラートが発表された際に、一般開放される冷房設備を有する等の要件を満たした施設です。

市の施設では 22 施設が指定。 
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⑥県民生活・都市生活分野 

暑熱による生活への影響の軽減 

 公共施設など身近な場所の緑化に努めます。 

 ヒートアイランド対策の推進を図ります。 

 渇水時には給水制限や断水リスクの低減を図 

るため、家庭・事業所に対して節水の呼びか 

けに努めます。 

「76・77・78 ページイラスト」（出典：気候変動適応情報プラットフォーム） 

 

２ 気候変動の影響把握と理解醸成 

①市域における気候変動の影響に関する情報の収集 

 埼玉県気候変動適応センター*1 と連携し、気候変動の影響評価と適応策に関する情報の

提供を図ります。 

 市内で気候変動の影響と考えられる事象について、情報を収集し、適応策の検討・実施に

努めます。 

 気候変動の影響や気候変動適応に関する情報の収集、整理、分析等を行う拠点として、地

域気候変動適応センターの設置を検討します。 

 

②気候変動による生活や事業活動への影響に関する情報の提供 

 豪雨災害や熱中症の増大など気候変動に伴う影響は、自然災害や健康被害、農業、生物多

様性、水資源など、日常生活や事業活動に係る様々な分野にまたがっており、影響が各地

で確認されています。事前に適切な対応が図れるよう、市民・事業者等に向けて、気候変

動による生活や事業活動への影響に関する情報の共有に努めます。 

 

（３）気候変動適応に向けた各主体の役割 

気候変動の影響への適応に向けては、市、市民及び事業者が各分野における気候変動の緩

和と適応に向けたそれぞれの役割を踏まえ、対策を図っていく必要があります。 

気候変動適応に向けた各主体の役割と方向 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

*1：埼玉県気候変動適応センター 
埼玉県気候変動適応センターは、平成 30 年（2018 年）12 月に気候変動適応法に基づき環境科学国際センタ

ーに設置された地域における適応に関する情報収集・提供等を行う拠点です。気候変動適応に関する情報の収集及
び分析や情報提供などを行うことにより、県民、事業者、市町村の適応策に関する理解を促進する役割を果たして
います。 

適応に向けた主な取組 市 事業者 市民 
    

気候変動の影響 情報・学習機会の提供 事業活動への
影響を把握 

生活への影響
を考える 地域で起きている影響を把握 情報収集・評価 

熱中症など健康被害への適応 

対策の立案・実施 
 

市民等の適応への協力 

事業活動への
影響の回避・
軽減策の実施 
サービス提供 
対策への協力 

できる取組 
から実施 自然災害への適応（防災・減災） 

農業の影響への適応 市・事業者の
対策への協力 自然生態系の保全 
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（４）一人ひとりができることから始めましょう 適応への取組 

気候変動影響への適応に向けては、一人ひとりが日常生活の中で対策を進めていくことが

重要です。国が提供している適応の事例を参考に示しています。一人ひとりができることか

ら始めていきましょう。 

 

【参考：一人ひとりができる適応の事例】 

① 熱中症対策 

 「熱中症警戒アラート」情報の確認を行い、熱中症のリスクが高い日は注意をして過ごす。 

 特に暑い日は熱中症にならないようにエアコンを使う。 

 外出時におけるクールオアシスやクールシェアできる施設などを考えて行動する。 

 こまめに水分・塩分を補給する。 

 暑くなり始める時期からウォーキング等を継続することで、暑さに備えた身体作りをする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 自然災害時への対応 

 ハザードマップを見て、自分が住んでいる地域の危険なエリアと避難場所を確認しておく。 

 豪雨時の水害など大規模災害における防災マイタイムラインを作成するなど、家族で災害時に

おける対応を話し合う。 

 家族や知人と連絡手段を確認しておく。 

 非常時に持ち出すべきものをあらかじめリュックサックに詰めておく。 

 避難時においては、近所の高齢者などへの声掛けを行う。 

 桶川市防災情報メール等を活用する。 

  

（出典：環境省 気候変動プラットホーム 行動しよう 熱中症対策・暑さ対策 

高齢者のための熱中症対策 2023 年 5 月） 

（出典：環境省 気候変動プラットホーム 行動しよう） 

桶川市クーリングシェルター・マーク 
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③ ジカ熱・デング熱等感染症対策 

 ジカ熱・デング熱等感染症媒介蚊から身を守る。ヒトスジシマカの発生源をなくす。 

 やぶなどの蚊がいそうな場所に行くときは、肌を露出せず、虫除けスプレーを使用するなど、

蚊に刺されないように注意する。 

 ジカ熱やデング熱の流行地に渡航する場合は、現地で

蚊に刺されないように注意する。 

 蚊の発生を減らすため、定期的に幼虫が発生しそうな

周辺の水たまりの除去・清掃をする。 

 下草を刈るなど、蚊の成虫が潜む場所をなくす。 

 

 

 

 

 

 

（出典：厚生労働省 ジカ熱・デング熱対策 

感染症の運び屋蚊からバリアーで身を守れ） 

（出典：厚生労働省 ジカ熱・デング熱対策 感染症の運び屋蚊からバリアーで身を守れ） 
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